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内容梗概

近年，企業は製品供給の低コスト化や顧客満足度の向上のために，生産者から

消費者まで製品を供給するためのネットワークであるサプライチェーンを効率

化することが求められ，それに応えるためにサプライチェーンマネージメント

についての議論がなされている。

サプライチェーン効率化の手段の1っとして，サプライチェーンを構成する

各企業において受発注交渉や生産計画作成などの意思決定を自動化することに

より，入手の作業を軽減したり，意思決定を高速化・高品質化することが挙げ

られる。しかし，それぞれの企業が個別に最適化を進めたのでは，部品の納入

を急がせるなど他の企業に無理を5齢、ることになり，サプライチェーン全体を

見た場合に効率的でない場合がある。両者が許容できる範囲内で受発注を行い，

それに合わせた生産計画を作成すべきである。そして，ある製品の受注はその

部品の発注を発生させ，サプライチェーン全体に伝わってゆく。また，どこか

で輸送遅延などが発生すれば，その影響はそれより下流の企業へと波及する。

したがって，サプライチェーンにおいて意思決定を行う上で，サプライチェー

ン全体・直接取引のある企業・企業内という粒度の異なる3つのレベルを縦断

的に取り扱う必要がある。

以上の観点から，本研究では(1)サプライチェーン全体を分析・評価するた

めのモデリング・シミュレーションツール， (2)企業聞の受発注交渉を計算機

同士で自動的に行う方式， (3)生産計画作成における大規模ジョブショップ問

題に対する統合タブーサーチシステム，を提案する。

本論文は全5章から構成される。

第1章の序論では，サプライチェーンマネージメントの重要性を述べ，関連

研究および本研究の位置付けを示す。

第2章では，サプライチェーン全体のモテ、リング・シミュレーションツール

に関する研究について述べる。構成要素数が膨大で構造が複雑であるサプラ

イチェーン全体をいかに効率よくモデル化するかという問題に対し，サプライ
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チェーンを機能毎に分割してモデ、ル化する手法を提案し，それを用いたモデリ

ング・シミュレーションツールを開発する。そして提案手法を実データおよび

検証のための実験用データに適用し，その有効性を評価する。

第3章では，企業聞の受発注交渉の自動化に関する研究について述べる。受

発注において，各企業は自らの要求を満たす生産計画を作成できるように交渉

を行うが，計画問題には生産コストなど企業が社外に出すことを好まない情報

が含まれる。この交渉を計算機同士で自動的に行うために，まず，問題をモデ

ル化する。そして，知識を用いて互いに相手の案を修正しあうことにより，各

自の計画問題の詳細を相手に秘匿した状態で両者の要求を満たす合意案を自

動的に作成する方式を提案する。提案手法を検証のための実験用データに適用

し，その有効性を評価する。

第4章では，大規模ジョブショップ問題に対する統合タブーサーチシステム

に関する研究について述べる。一般的なジョブ、ショップ問題は，ジョブと呼ば

れる製品製造に必要な複数の処理工程の集合を，処理を実行する複数の機械資

源に割り当てる問題であり，さらに本研究ではジョブ数が約2000と大規模で

ある点，同一処理工程を必要とするジョブをまとめて処理しなければならない

点，専門家が経験的に評価している要素が多数存在するため評価関数の完全な

定式化が困難である点などの特徴的な課題がある。そこで，近傍解作成時に適

用するルールを確率的に変更するタブーサーチエンジンを核に，探索の並列

化，パラメータ自動調整，専門家による解修正の機能を統合したシステムを提

案する。そして提案手法を実データに適用し，その有効性を評価する。

第5章では，結論として本研究で得られた成果を要約し，今後の課題につい

て述べる。
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第1章

序論

1.1 本研究の背景

原料調達，製品製造，物流，販売といった，生産者から消費者まで製品を供

給するために必要なネットワークをサプライチェーン (SupplyChain，以下

SC)という。 SCは複数の企業で構成され，個々の企業には部品を調達するた

めの調達部門，生産を担当する生産部門，物流を担当する物流部門，受注など

を担当する販売部門などが存在する [1，2， 3]。このようにSCには複数の企業，

部門が関わり合っており，利害が複雑に絡むため，部門間，企業聞での連携を

行うのが困難な状況である。そのため，これまでの企業努力においても，部門

毎または企業毎に個別に効率化を図るにとど、まっていた[4，5，針。しかし，近年

企業はますます多様化する製品を低コストで提供することが求められている。

そのニーズに応えるために，最新の情報通信技術を意思決定や情報の管理・伝

達・共有に用いることにより，部門毎，企業毎の効率化のみならず，複数企業

にまたがった効率化が試みられるようになった。そのような中で，要求された

サービスレベルを満たしながらSC全体のコストを最小化することを目的とし

て，供給者や生産者，卸売底や小売底を，適切な量の製品が，適切な場所に，

適切な時間に生産・配送されるよう効果的に結合するためのサプライチェーン

マネージメント (SupplyChain Management，以下SCM)が注目を集めてい

る[7，8， 9， 10， 11， 12， 13]。

SCMを考える際には，その適用範囲として大きく分けて次の3つの粒度が

考えられる。
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(1) SC全体

(2)直接取引のある企業

(3)企業内

(1)のSC全体について， SC全体を対象としたSCMソフトはまだ存在せず，

企業による実践はまだ行われていないが，その重要性は認識されてきている。

しかし，理論的にSCの効率化を行うことは，以下のような理由により困難で

ある。まず， SCを構成する企業や扱われる製品などはSC毎に異なっている

ため，ある SCでの効率化の方法を，他のSCにそのまま適用することはでき

ない場合が多い。また， SCは多くの不確定要素を含んでいる。部品到着の遅

延や機械の故障，道路状況による輸送の遅延などは日常的に起こりうることで

あり， SCの最適化においては，これらの不確定要素を考慮、しなければならな

い。さらに， SCで扱われる製品は1種類だけではなく，その多くがある製品

とそれに伴う派生製品からなるプロダクトファミリと呼ばれる製品群を扱って

いる場合が多い。同じプロダクトファミリに属する製品は，部品や生産に要す

る処理が共通であるものと独自のものが混在するため，その製品群の物流や生

産工程は複雑なものとなる。このようなSCの特性から， SCを包括的に効率

評価するための手法としてシミュレーション[14，15]による解析が有効である

と言える。

(2)の直接取引のある企業について，企業間で行われる受発注業務において

は，受注から納品までに関わる組織問で，これ主での紙による各種伝票を電

子化することによって，取引のペーバレス化，データの再入力を省力化し，そ

の正確化をはかり，ビジネスのスピード化を目指した EDI(Electronic Data 

Interchange，電子データ交換)が普及してきでいる [16]。また， ERPパッケー

ジ (EnterpriseResource Planning Package，統合基幹業務パッケージ)やEDI

などの業務パッケージソフトウェア企業は，これら各紙織のシステム聞でデー

タ連携可能となるよう提携して開発を進めている [2，17， 18]0しかし，いくら

データの入力や交換が効率化されても，受発注者双方が大きな利益を得られる

交渉案の作成は人間が行わなければならない。そのような交渉案の作成も含

めた，受発注業務の自動化が望まれている。受発注において行われる交渉は交

換分配交渉[19]に分類される。交換分配交渉とは，物やお金といったりソース

の分配や交換を行う際に，評価関数の最大化や制約条件充足など個別の要求
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を持った交渉者間で，各交渉者の要求を満たすようなリソースの移動案を作成

する問題であり，ゲーム理論における非対称情報・協調交渉ゲーム [20，21]に

位置付けられる。商品の価格などl変数の値を二者間で決定する l対1パーゲ、

ニングモデ、ルや，複数の買い手の中から 1人の買い手と価格を決定するオーク

ションモデルなど，シンプルな問題における戦略と解の関係はゲーム理論を用

いでほぼ完全に解明されている [22，23， 24， 25]。しかし，通常の受発注業務に

おいては価格だけでなく商品数や納期など依存関係を持つ複数の変数の値を決

定する必要があり，その複雑性のためゲーム理論による均衡解の解析は困難で

ある。

(3)の企業内について，企業内の効率化においては，各部門毎に別々に構築

されていたシステムを統合して相互に参照・利用できるようにするためのERP

パッケージと呼ばれるソフトウェアの導入が進められている。これにより，財

務会計や人事などデータの一元管理，システムのパージョンアップや保守点検

の容易化，他部門の作業のリアルタイムな参照などが可能になる [2，1行。しか

し，各企業において扱う製品やその生産工程，意思決定の方法などはさまざ

まに異なり，部門毎に独自のノウハウを持っているため，細部にまで汎用のソ

フトウェアを適用することはできない。特に生産の日程計画作成においては，

製品や生産設備により固有の制約や評価基準が存在するために一般的なスケ

ジューリング手法を用いることができないことがあり，その場合には，専門家

が知識と経験に基づき手作業で行っている。手作業による計画作成には多大

な時聞がかかるため，計算機を用いて効率化することが望まれている。特に，

いくつかの必要処理工程からなる複数のジョブを，それらの処理を行うための

ラインと呼ぶさまざまな機械資源に割り当てる問題が生産計画によく現れる。

このような問題をジョブショップ問題またはジョブショップ・スケジューリン

グ問題(JobcshopScheduling Problem，以下JSP)と呼ぶ。 JSPは組み合せ最

適化問題であり，産業における応用分野が広いために古くから盛んに研究され

ており，制約条件や評価関数がシシフ。ルなベンチマーク問題が考案され利用さ

れている [26，27， 28， 29， 30， 31]。しかし，現実には問題に固有の複雑な制約

などが存在する。そのような制約の一つにグ、ループ制約がある。グループ制約

とは，同一処理工程が必要な複数のジョブはあるサイズの範囲内でグループ化

し，グループ毎に処理を割り当でなければならないという制約である。グ、ルー

プ構成はさまざまな組み合わせが可能であるため，従来研究されてきたシンプ
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ルなJSPよりも組み合せ数が膨大になる。

以上述べたSCの3つの粒度における本研究の位置付けを図1.1に示す。本論

文では，図1.1に示すように， SCの各粒度において効率化を図るために， SC 

全体の効率を評価するためのモデリング・シミュレーションツール，企業聞で

行う受発注交渉の自動化手法，および，企業内での生産計画作成の効率化のた

めのグループ制約付JSPを対象としたスケジューリング手法の実現を課題と

して取り上げる。

sc全体の効率を評価するための
モデル化・シミュレーション

図1.1:本研究の位置付け

1.2 関連する研究

以上述べた課題に対して，本節では， SC全体を評価するためのモデリング・

シミュレーションツール，企業聞で行われる受発注の交渉を計算機同士で自動

的に行うシステム，および，グループ制約と呼ばれる制約を持った JSPを対

象としたスケジューリングシステムに関する従来の研究について述べる。

1.2.1 SC全体のモデリング・シミュレーションツール

SCに関する従来の学術的な研究では，生産や配送，在庫管理といったSCモ

デルの一部分のみを取り上げ，その他の部分は切り捨てるか極端に抽象化した
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理論的な研究[32，33， 34， 35Jがなされており， SC全体を対象としたものは見

当たらない。

SCMコンサルテイング‘を行っている企業においてSCを評価する場合には，

SCのシミュレーションも行われている。その場合，モデル化する対象を絞り込

み， C言語などの汎用言語によってその都度プログラミングしたり， ExSpect[36] 

などの汎用のシミュレーションツールを使用している [37]。このため，最初に

SCをモデル化するのに時間がかかる上，モデ、ルを変更する際にもソースコー

ドやモデル定義函面から該当箇所を探すなど，煩雑な作業が必要である。

Oracle社の“OracleSupply Chain Planning"など商用の SCMソフトには

SCのシミュレーション機能を持っているものも存在する。しかし，それは生

産計画・自己送計画・調達計画といった部分的スケジュールを立案するためのも

の[38Jであり， SC全体を視野に入れたシミュレーションを行うことはできな

い。また， SCモデルはSCMソフト導入時にソフト提供業者が顧客企業向け

に構築するのが一般的であり，その後に顧客企業が大幅な変更を加えることを

想定したような機能はSCMソフトには見当たらない。

したがって， SC全体の効率を評価するためには汎用の言語やツールを用い

てシミュレーションを行う以外に手段が無いのが現状である。

1.2.2 受発注交渉の自動化手法

第1.1節で述べたように，受発注において行われる交渉は交換分配交渉に分

類される。複数の変数の値を決定する交換分配交渉に適用可能な解法の研究と

して，各交渉者の制約条件をひとまとめにする解法[39]やリソース移動案の評

価値を交渉者間でやり取りする解法[40]がある。例えば， Rubenstein-Montano 

らの解法 [40Jでは，交渉者それぞれが，各リソースの重要度を表す重みと入

手したい理想的な数量を設定し，リソース移動案と理想値との差と重みの積和

を評価関数とする。そして，全交渉者が評価値を示しあい，ある交渉者の評価

値を改善するためには他の交渉者の評価値を改悪しなければならないような

Pareto最適[41]なリソース移動案を選択する。この解法では，重みの大きなリ

ソースの数量だけが評価基準となり，全交渉者が同じ構造の評価関数を持つ。

しかし，実際の受発注における交渉では，交渉者はリソースの移動案が制約

の一部となるような計画問題を持っている。例えば，製品を製造する企業とそ
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の部品を製造する企業との聞で行われる部品売買の交渉を考えると，製品製造

企業は製品の生産計画を持っており，交渉の結果入手できる部品の量や納期が，

生産計画を作成する際の制約条件となる。また，そのリソースの移動案に基づ

いて作成した計画案に対して，工場の稼働率を最大化したいなどの評価関数が

存在する。部品製造企業にも同様に，販売量や納期が制約となる在庫引当・補

充の計画問題があり，コスト軽減などの評価関数が存在する。この計画問題を

解かなければリソース移動案を評価できず，また評価関数は交渉者毎に異なる

ため， Rubenstein-Montanoらの手法は適用できない。一方，計画問題の部分

的な制約であるリソースの移動案から，計画問題の評価関数を算出するには時

聞がかかるので，提案されたリソース移動案の候補を評価するために度々計画

問題を解くことを繰り返すアプローチは現実的ではない。

また，各交渉者の計画問題をひとまとめにすれば，一つの計画問題として数

理計画法[42，43， 44]などの既存手法で解くことが可能である。しかし現実の

交渉問題，特に企業間の交渉では，それぞれの計画問題の詳細な内容(種々の

制約条件や要求の内容)を交渉相手に示すことは好ましくない場合が多く，そ

れらをひとまとめにはできない。

1.2.3 グループ制約付JSPを対象としたスケジューリング手法

組み合せ最適化問題の最適解を求める手法として，分校限定法[45，46， 47] 

や動的計画法[48，49， 50， 51]などがある。しかし， JSPは単にNP(Nondeter-

ministic Polynomial time，非決定性多項式時間)困難であるばかりでなく最

適解を求めることが非常に難しい問題とされており，実用的な時間で最適解を

得ることは非常に困難である。そこで，最適性は保証されないが高速に解を

得ることができるメタヒューリスティクスとして，自然界において淘汰により

環境に適した遺伝子が残るプロセスを模倣した遺伝的アルゴリズム (Genetic

Algorithm，以下GA)[52， 53， 54， 55， 56， 57]や，解のサイクリング(探索がい

くつかの解を経由して既に発見した解に戻ること)を防ぎながら近傍集合中の

最良解の探索を繰り返すタブーサーチ[58，59， 60， 61， 62]をJSPへ適用するこ

とが試みられている [63，64， 65， 66，67， 68， 69， 70， 71]が，その対象はペンチ

マーク問題などシンプルなJSPである。

グループ制約を持つJSPにGAを適用する場合，既存研究と同様に遺伝子
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の各要素を1つの処理として解をコーディングしたのでは，グ、ループ制約に違

反した致死解が多数発生するという問題がある。一方，遺伝子の各要素を 1つ

のグ、ループとして解をコーデ、イングする場合，適切なグループ構成を選択する

手法が必要となる。 GAの制約として遺伝子のサイズは全ての個体で等しくな

ければならないため，グ、ループ数の異なる解を同時に探索することはできず，

また，次世代の個体を作成する際の遺伝的操作は単純な操作であり，本問題に

特化した効果的な操作は行いにくい。

それに対し，タブーサーチでは解の表現方法や現在の解を改善して近傍集合

を作成するためのルールを柔軟に定義可能であるため，グ、ルーフ。制約を持つ

JSPにも比較的対応しやすいと言える。グループ制約を持つJSPにタブーサー

チを適用する研究として，大前らは，ジョブ自由度としづ概念を用いてヒュー

リスティクスにより高速に初期解を生成し，得られた初期解に対して改善のた

めに適用するルールを確率的に変更するタブーサーチを適用することで，効率

的にグ、ループ計画を立案する手法[72，73]を提案している。しかし，探索速度

および得られる解の質が不十分であるとの専門家の意見がある。

1.3 本研究の方針

前節までに述べた課題をふまえて， SCのそれぞれの粒度における効率化を

支援する各システムの研究方針を示す。

1.3.1 .SC全体のモデリング・シミュレーションツール

本研究で提案する SCモデリング・シミュレーションツールの使用目的は，

SC全体のモデ、ルの修正とシミュレーションを繰り返し行うことで，試行錯誤

的に優れたSC構成を調査することである。そのため，新規SCモデルの作成

だけでなく既に作成されているモデルの部分的変更も効率的に可能，すなわち

少数の構成要素・短時間の作業によってモデ、ルの作成・変更が可能なツールを

開発することが本研究の目的となる。

そこで， SCを機能に基づき部分モデ、ルに分割して定義する方式を提案し，効

率的なモデ‘ル定義を支援する種々の機能を備えたモデリング・シミュレーショ

ンツールとして実装する [74，75， 76， 77]0 
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1ふ2 二者間交換分配交渉方式

製品が消費者に届くまでには，小売庖，卸問屋，製品製造企業，部品製造企

業など，複数の企業を通り，そのそれぞれの聞で受発注が行われる。上流の企

業に何をどれだけ発注するかは，下流の企業から何をどれだけ受注したかに影

饗される。しかし，通常は確定している受発注の内容や予測される需要に合わ

せて次の新たな受発注契約のための交渉を開始するのであり，一度確定した受

発注契約の内容を他企業との交渉の状況によって変更することは一般に行われ

ない。また，複数の顧客から同時期に発注を受けるような場合も，一件ずつ個

別に対応するのが一般的である。そこで，本研究では二者間での交換分配交渉

のみを対象とする。

そして，非対称情報(交渉者毎に制約条件などが異なる)かっ不完全情報

(互いに相手の制約条件などを参照不可能)という条件下で，協調して両者の

制約条件を同時に充足する解(リソース移動案)をいかに発見するかというこ

とに焦点を当て，二者間交換分配交渉における問題のモデ、ル化と解法の提案を

行う [78，79， 80， 81]。

交渉者間でやり取りする情報は必要最小限の内容とする。現在普及している

EDIの標準データフォーマットは業界別に標準化されており統一されていな

いため，提案手法では独自のフォーマットによりリソース移動案を表現する。

リソース移動案に記述する各項目はあらかじめ交渉者間で共通の認識を持って

いるものとし，その方法については本研究で、は扱わない。

1.3.3 パラメータ自動調整機能付き対話型スケジューリング

システム

本研究の対象は，ラインに害IJり当でなければならないジョブの数が2000程

度，ジョブを割当可能なラインの数が 10程度という大規模なグ‘ループ制約付

きJSPであり，専門家からは「評価関数を完全に定式化することは困難であ

るため最終的な解は目で確認した上で修正したい，その修正も含めて2時間以

内に解を得たし、」という要求がある。これに対し，大前らの手法[72，73]では，

専門家が8時聞かけて手作業で作成した解に対して評価値で比較して 95%の

解を2時間程度で得られている。この手法をベースに，タブーサーチを並列化
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し，また適切なタブーサーチのパラメータを短時間で得るための自動調整方式

を開発することにより高速化し，専門家による解の修正のための時間を確保す

る。また，専門家が解を修正するために，(1)得られた解のガントチャート表

示， (2)その解に対する要求の入力， (3)その要求を満たす解の探索，を繰り

返し行う対話型システムを提案する [82，83]0 

1.4 本論文の構成

本論文では，第2章以降を以下のように構成する。

第2章では，文献[74，75，76，77，84]に基づき， SCモデル定義方式とそれを

用いたシミュレーションツーノレについて述べる。機能に基づき分割した各部分

モデ、ルをそれぞれの機能に即した記述方法によって効率的に定義する方式を提

案する。複数の部分モデルに重複して現れる構成要素や頻繁に変更する可能性

が高い計画関数群はツールによって管理し，ユーザの負担を軽減する。実デー

タおよび検証のための実験用データに基づくモデル化とシミュレーションの実

験を行い，提案ツーノレの有効性を確認する。

第3章では，文献[78，79， 80， 81]に基づき，二者間交換分配交渉問題の解法

について述べる。リソース移動案(交渉案)に対する評価関数は用いず，制約

充足問題としてモデル化する。各交渉者は交渉案の作成方法の指針を記した目

的分析知識を使用することにより，自らの条件だけでなく相手の条件も充足す

る可能性の高い交渉案を作成し，互いに提案しあう。提案手法を検証用の交渉

問題に適用し，合意案を発見可能であることを確認する。

第4章では，文献[82，83]に基づき，グループ制約を持つJSPを対象とした

統合スケジューリングシステムを提案する。まず従来手法[72，73]を説明し，

それを拡張する3つの手法を提案する。従来手法を並列化し，各探索にはそれ

ぞれ異なる乱数列と初期解を用いることで，切り分けられた探索空間を同時に

探索する。その際のルール適用確率は，効果的なルールを多用するよう事前に

自動調整する。また，専門家が解を修正する際には入力に応じてルール適用確

率を動的に変更し，要求を満たす解を作成する。実験により，これらの手法を

統合することによって目標が達成されることを確認する。

第5章では，結論として本研究で得られた成果を要約し，今後の課題を述

ベる。
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第2章

サプライチェーンシミュレーション

のための機能別モデル定義方式と

ツール

2.1 緒言

企業は多様な製品を低コストで供給することが求められている。そのため

には，各企業・各部門が業務の効率化に努めるだけでなく，サプライチェーン

(SC)全体を効率化することも重要である。本章では， SCMコンサルティン

グにおいて使用することを想定した，構成が異なるSC全体の効率を比較して

評価するためのツールを提案する。

SCの構成要素は数が膨大であり，構造が複雑である。また， SC上で行われ

る活動は意思決定から情報伝達，製品の生産・輸送まで多岐に渡り，需要変動

や事故など確率的に発生する事象も存在する。このように複雑なSCの評価・改

善を行うには，シミュレーションが適している。しかし，従来は汎用のシミュ

レーションツールやプログラミング言語を使用しなければならず， SCモデル

の作成・変更に長時間を要するという問題がある。

本章では， SC全体のモデ、ノレ作成・変更を効率的に行うためのモデル定義方式を

提案し，モデリング・シミュレーションツーノレを開発する [74，75，76，77，84，15]0

SCには，生産計画作成のような論理的機能や，実際の生産のような物理的機

能がある。そして，現実のSCにおいて低コストで実現可能な，設備増強など

11 



の物理的な変更を伴わない論理的機能の改善策がシミュレーションモデルの変

更においても試みられることが多い。そこでscを複数の機能別部分モデ、ルに
分割し，変更される頻度が大きい部分モデルを上位層として階層化し他の部分

モデルに変更の影響が及ばないようにすることにより，効率的なモデル変更を

可能とする。各部分モデ、ルは属性を持ったノードとアークによってフローの構

造を直観的に表現する。時間の経過や在庫数の増減などの演算機能はあらかじ

めノードとアークに具備しておき，ユーザはそのパラメータを属性として設定

するだけでシミュレーション可能とする。複数の部分モデルに重複して現れる

構成要素は部分モデ、ル聞の不整合性や冗長な定義によるモデ、ル定義時間の増加

の原因となるため，提案手法を実装したツールによって管理する。また， sc 
のシミュレーションによる評価値として，在庫・生産・輸送の各コストと納期

達成率を出力する。

以下，第2.2節では機能別モデ、ル定義方式について，アプローチと各部分モ

デルの詳細を述べる。第2.3節ではそれを実装したモデリング・シミュレーショ

ンツールの機能ついて述べる。第2.4節では評価実験を行い，提案ツーノレによ

るモデ、ル作成・変更の効率とシミュレーション結果の精度を確認する。

2.2 機能別モデル定義方式

2.2.1 アブローチ

シミュレーションによって改善効果が確認されたscの変更方法が現実のsc
に反映されることを考えると，現実世界において実現が容易な変更が，シミュ

レーションモデルの変更においても試みられやすいと考えられる。実現が容易

なscの変更とは，必要となる費用が小さく，また，変更箇所が少ないような
変更である。生産設備などscの物理的機能の変更には大きな費用が必要であ
り，また，それに伴い意思決定アルゴ、リズムなど論理的機能の変更も必要にな

る。それに対し， scの論理的機能は，物理的機能に影響を与えることなく小
さな費用で変更することが可能である。そこで， scのシミュレーションモデ
ルを複数の機能別部分モデ、ルに分割し，変更頻度の大きい部分モデ、ルを上位層

として階層化することで，モテ、ル変更時の変更箇所を少なくする。また，部分

モデル毎に，それぞれの機能に即したモデル記述方式を用意し，各モデルを簡
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潔に定義可能とする。

scの物理的機能においては，製品問の構成関係 (Billof Material，以下BOM)
の変更が複数の生産設備に影響を与えることから， BOMのモデ、/レを最下位層，

企業施設のモデ、ノレを上位層として分割する。 scの論理的機能においては，企
業間での情報連携は当事者間での調整が必要であり，意思決定アルゴ、リズムの

ような企業内のみの変更と比較して実現しにくい。また，企業が持つ情報が変

更されると，その情報を利用するための意思決定アルゴ、リズムの変更が必要に

なる。したがって， scの論理的機能において，企業A情報のモデ、ノレを下位層，意
思決定のモデルを上位層として分割する。これらに，原則として供給側から操

作できない需要を合わせ， scのシミュレーションモデルを，次に示す5つの
機能別の部分モデ、ルに分割する。

-部品モデ、ル:BOMを表す。静的なデータのみで表現するモデルである。

-物理モデル:SCの物理面の構成要素について，企業施設や顧客の位置な

どの静的なデータ，および，製品等の物理的な物の流れなど動的なデー

タを持つモデノレである。シミュレーション時には，輸送遅延などの不確

定要素や意思決定モデルから伝達された命令に応じて，物理的な活動を

行う。

-情報モデル:SCの情報面の構成要素について，どの企業がどの施設を所

有するかといった静的なデータ，および，受発注等の情報の流れを表す

動的なデータを持つモデ、ルである。シミュレーション時には，需要モデ

ルで発生した需要や意思決定モデルから伝達された命令に応じて，発注

などの情報の流れを表現する。

-意思決定モデ、ル:企業の意思決定アルゴ、リズムを表すモデルであり，シ

ミュレーション時には，物理モデノレ，情報モデ、ルに命令を伝達する。

-需要モデ〉レ:顧客の需要発生を表すモデ、ルである。

2.2.2 機能別モデル定義の課題

SC全体を機能別に分割してモデル化する上で，次の2点が課題となる。
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-複数の部分モデルに共通するscの構成要素の存在

このような構成要素を各部分モデ、ルにおいて個別に定義する場合，部分

モデル間の不整合性，冗長な定義によるモデ、ル定義時間の増加を避ける

必要がある。

-各部分モデルの，機能に即した簡潔な記述方法

製品や情報のフロー表現，需要発生の確率表現，計画関数の手続き表現

など，各部分モデ/レの機能毎に表現しなければならない内容は異なる。

その一方で， scモデ‘ル全体を容易に把握・記述するためには全ての部分
モデルにおいて記述方法が簡潔な方法で統ーされていることが望ましい。

2.2.3 機能別モデル定義方式の概要

部分モデル間の整合性を持たせるために，複数の部分モデルに重複する構成

要素は1つの部分モデルで一元管理し，他の部分モデルでは管理元のモデルを

参照することとする。これにより，構成要素を一元管理している部分モデ、ルの

みの変更によって，その構成要素を参照している全ての部分モデノレが同様に変

更される。このような参照操作はツールによって実現する。

また，各部分モデ、ルは，製品の部品構成やフローの構造を直観的に表すため

に，モデル毎に特有の属性を持つノードとアークで表現する。属性の例として

は，物流拠点を表すノードの属性として製品在庫数，拠点聞の輸送経路を表す

アークの属性として輸送所要時間，顧客を表す顧客ノードの属性として需要発

生間隔の確率分布関数のパラメータなどが挙げられる。

そして，時間の経過や確率的に発生する事象の制御， sc活動による属性値
の変化，部分モデル聞のデータ伝達など，シミュレーションに必要な機能は

ノードとアークにあらかじめ持たせておくことにより，それらの機能をツール

のユーザが記述する手聞を省く。また，改善されたscモデルを作成すること
がツールの使用目的であるため， scの評価値として納期達成率や各種コスト
を計算する機能が必要である。

以上をまとめ，各部分モデルが持つ機能および部分モデ、ル間の関係を図2.1

に示す。図中の破線は部分モデル簡の静的データの参照関係を，実線はシミュ

レーション中の動的データの流れを，それぞれ示している。部品モデ、ルは最下
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位層であるため他の全ての部分モデ、ルから参照され，また，静的なデータしか

扱わないため演算機能は持たない。物理モデルは部品モデ、ルを除き他の全ての

部分モデルから参照され，また，生産や輸送のための演算機能を持つ。情報モ

デ、ルは意思決定モデ、ルと需要モデ、ルから参照され，また，受発注のための演算

機能を持つ。意思決定モデ、ルは最上位層の部分モデ、ルの 1つで、あり，物理モデ

ルや情報モデ、ルの動作をコントロールするための演算機能を持つ。需要モデ

ルもまた最上位層の部分モデルの 1つであり，顧客の需要発生に関する演算機

能を持つ。第2.2.4節から第2.2.9節で，各部分モデ、ルの記述方法，および，各

ノー ドとアークが持つ機能について説明する。

発注命令 発注

のタイミングで計
画関数を実行して命令
を作成

・該当する部分モデルに
命令を伝達

‘................................... 

-生産・輸送命令の実行
可能性を確認
・可能な命令を実行
・確率的現象を発生
・在庫・生産・輸送コスト
を計算

• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 
‘
 

一ー砂動的なデータ伝達

.....争静的なデータ参照

図 2.1:各部分モデ、ルの機能と参照関係

2.2.4 部品モデル

部品モデルは， 図2.2に示すように，部品や組立品に相当するアイテムと，

アイテム聞の関係を表す工程を構成要素とする。各構成要素が持つ属性を以下

に示す。

-アイテム(長方形のノー ド):アイテム名

-工程アーク(実線のアーク):工程名，部品の必要数

15 



アイテムノード

アイテムノード

工程アーク

図 2.2:部品モデ、ルのグ、ラフ表現

ただし実際に図2.2のようなグラフ表記を用いる場合には， 1つの工程を

表現するために閉じ工程名を持つ複数の工程アークを記述する必要があり，特

にモデ、ルを変更する際に間違いが発生する可能性が大きい。また， 1つのアイ

テムノードに複数の工程アークが接続され，視認性が悪くなることが考えられ

る。そこで，モデリンクマツールにおいてユーザは部品モデルのグ、ラフ表記を直

接扱わず，各行が1つの工程アークに相当する表を工程毎に作成する。この表

の属性は，工程アークおよびその工程アークと按続されるアイテムノードの属

性である。工程名と組立品のアイテム名は，ツールにより 1行目のデータが全

ての行に自動的に反映されるものとする。図2.2の椅子組立を表で表現したも

のを表2.1に示す。

表 2.1:部品モデルにおける工程の表表現

工程名 組立品アイテム名 部品アイテム名 部品アイテム必要数 l

椅子組立 椅子 背もたれ 1 

椅子組立 椅子 座板 1 

椅子組立 椅子 脚 4 

2.2.5 物理モデル

物理モデ、ルは，企業施設や顧客の位置，およびそれらの間での物の流れを表

現する。また，シミュレーション実行時には， scモデ、ルの評価指標として，在
庫・輸送・生産のためのコストを計算する。これらのコストは，複数のscモデ
ノレの相対的な評価を行うための値であり，厳密な金額を計算する必要はない。

そのため，コスト計算のためのパラメータは，在庫や輸送・生産工程を定義す

るためのノードやアークの属性として，次に示す3種類の値を設定することと
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する。

-在庫コスト:在庫品目毎に，アイテムを1個， 1日在庫するのに要するコ

ストを指定

-輸送コスト:輸送手段毎に，アイテムをl個， 1回輸送するのに要するコ

ストを指定

-生産コスト:工程毎に，アイテムを1ロット生産するのに要するコスト

を指定

scにおける物理的な物の流れは，工場や物流拠点，消費者の聞での輸送と，
各工場における生産工程に分けられる。そのため，物理モデルは図2.3に示す

ように，輸送モデ、ルと生産工程モデルの2階層に分けて定義する。

輸送呈王& 輸送アーク

事面慰霊::タ

図 2.3:物理モデ、ル

2.2.5.1 輸送モデル

輸送モデルは，工場や物流拠点，消費者の関での輸送経路や，物流拠点に存

在する在庫量などを表現する。輸送モデノレの各構成要素が持つ属性を以下に

示す。

-工場ノード(家型のような五角形のノード)・工場名，生産工程モデル
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-物流拠点ノード(長方形のノード):物流拠点名，在庫品目(部品モデ

ノレのアイテムを参照して選択，複数選択可能)，初期在庫量，在庫コスト

-顧客ノード(円形のノード):顧客の物理的な位置

-輸送アーク(実線のアーク):輸送手段名(複数選択可能)，輸送時間，

輸送コスト，遅延確率，遅延時間(遅延確率および遅延時間は正規分布

などの確率を用いて表現)

2.2.5.2 生産工程モデル

生産工程モデルは，各工場内での生産工程を表す。在庫ノードは，部品在庫

用と製品在庫用の他，必要に応じて中間生産物用の中間在庫ノードが用いられ

る(図2.3参照)。生産工程モデルの各構成要素が持つ属性を以下に示す。

-在庫ノード(逆三角形のノード)・在庫名，在庫品目(部品モデルのア

イテムを参照して選択，複数選択可能)，初期在庫量，在庫コスト

-組立ノード(右矢印のような五角形のノード):組立ノード名，生産能

力，故障確率，故障時間，生産可能工程(部品モデルの工程を参照して

選択，複数選択可能，ロットサイズ，生産コスト，必要生産能力も定義)

-組立アーク(点線のアーク):属性なし

2.2.6 情報モデル

情報モデルは企業ノード，顧客ノード，発注アークによって構成し，これら

の接続関係により，図2.4に示す企業間および企業と顧客の問での情報の流れ

を定義する。情報モデルの顧客ノードは，物理モデ、ノレの顧客ノードと 1対1に

対応する。また，流れる情報の種類や各企業がどの施設を所有しているかとい

う情報を，以下のような各構成要素の属性として定義する。

-企業ノード(かまぼこ断面型のノード):企業名，所有施設(物理モデ、ル

の物流拠点，工場を参照して選択，複数選択可能，ただし重複所有不可)
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図 2.4・情報モデ、ル

-発注アーク(実線のアーク)・発注可能品目(部品モデルのアイテムを

参照して選択，複数登録可能)，提供情報(文字，数値など)

-顧客ノード(円形のノード):属性なし

2.2.7 意思決定モデル

意思決定モデ、ルは企業の意思決定アルゴ、リズムを表し，シミュレーション時

には他の部分モデルへ生産や輸送，発注の命令を出す。情報モデソレの企業ノー

ドを参照し， 1企業につき 1つの意思決定モデ、ルを定義する。図2.5に示すよ

うに，意思決定アルゴ、リズムの計画実行単位として意思決定ノードを用意し，

意思決定ノード毎に生産計画や輸送計画などの計画関数を対応付ける。計画関

数とは，受注や在庫の状況などを入力とし，それを基に作成した生産や輸送の

計画を出力する関数であり，手続き的に記述する。ただし，本定義方式では計

画関数の記述方法は限定せず，第2.3節で示すように，ツールでは計画関数自

体は任意のプログラム言語で記述した外部プログラムとして実装する。シミュ

レーション時には，意思決定アークによりトランザクションが伝達されたとき

に計画関数を実行C，トランザクションはタイマノードにより定期的に，また

はイベントノードにより生産設備の故障や在庫の状況といった特定の状況時に

発生させる。

意思決定ノードで起動された計画関数の出力を，生産命令や輸送命令，発注

命令として物理モデ、ルや情報モデルに伝達するために，生産命令ノード，輸送

命令ノーに発注命令ノードを用意し，データベースアーク(以下， DBアー

ク)により意思決定ノードと接続する。 DBアークはデータを伝達するための

アークである。生産命令ノードに伝えられた生産計画(生産開始時刻，工程名，

19 



意思決定ノード 意思決定アーク

~・

DBアーク

イベントノード

C~!~)-受注バ

図 2.5:意思決定モデ、ル

生産ロット数)，輸送計画(輸送開始時刻，輸送品目，輸送量，輸送手段名)

は，それぞれ生産命令，輸送命令として物理モデルへ，また，発注命令ノード

に伝えられた発注計画(発注先企業名，発注品目，発注量，納期，納入先施設

名)は発注命令として情報モデルへ，それぞれ伝達し，実行させる。生産命令

ノード，輸送命令ノードは，それぞれ物理モデルの組立ノード，輸送アークと

1対lで対応する。また，他企業からの受注のデータ(発注元企業名，発注品

目，発注量，納期，納入先施設名)が格納されるノードとして受注ノードを用

意し，受注ノードと意思決定ノードをDBアークで接続することにより，受注

データを計画関数の入力とする。発注命令ノードと受注ノードは，それぞれ情

報モデルの企業ノードと 1対1で対応する。その他任意のデータを計画関数の

入出力として使用するために，データベースノード(以下， DBノード)を用

意する。

各構成要素が持つ属性を以下に示す。

-意思決定ノード(長方形のノード):意思決定名，計画関数(計画関数

ライブラリから選択，第2.3.3節参照)

-意思決定アーク(実線のアーク):起動回数，間隔(アーク元の起動1回
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に対してアーク先が起動される回数，間隔)

• DBノード(低い円筒形のノード): DB名， DBの持つ属性(複数定義

可能，属性名，属性値の型も定義)

• DBアーク(点線のアーク):属性なし

-生産命令ノード(右矢印のような五角形のノード):属性なし

-輸送命令ノード(右矢印型のノード):属性なし

・発注命令ノード(楕円の中に発注と書かれたノード):属性なし

・受注ノード(楕円の中に受注と書かれたノード):属性なし

.タイマノード(円の中にTと書かれたノード):起動開始時間，間隔

-イベントノード(円の中にEと書かれたノード):監視する生産工程名

または在庫名，物流拠点名(監視品目，イベントを発生させる基準在庫

量も定義，複数定義可能)

2.2.8 需要モデル

需要モデルでは，情報モデ‘ルで定義された顧客ノードに対して，発注品目，

需要量，需要発生間隔，納期といった属性を設定し，需要の発生パターンを表

現する。需要量や需要発生間隔，納期は，正規分布，指数分布などの確率を用

いて表現する。

2.2.9 ノードとアークが備える演算機能

需要モデルにおける需要の発生および意，思決定モデ、ルにおける命令の作成，

情報モデ‘ル・物理モデ、ルでの命令の実行という処理の流れに沿って，シミュレー

ションを行うためにノードとアークが備える演算機能を，表2.2から表2.5に

示す。
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表 2.2:モデルのノードとアークが備える演算機能(その1)

機能名 機能の説明

需要発生 需要ノードで定義された需要パターン毎に，定義された需

要発生間隔にしたがって需要を発生させる時刻を確率計算

する。需要発生時刻には，需要量，納期を確率計算する。

タイマノード タイマノードにおいて，定義された発生間隔にしたがって

におけるトラ トランザクションを発生させる。

ンザクション

発生

イベント監視 組立ノードで故障が起こった場合に，そのノードがイベン

(故障) トノードでの監視対象のノードである場合，該当するイベ

ントノードでトランザクションを発生させる。

イベント監視 物流拠点ノード，在庫ノードにおいて，在庫の減少が起こっ

(在庫) た場合に，そのノードがイベントノードでの監視対象のノー

ドであり，かっイベントノードで定義された基準在庫量を

下回った場合，該当するイベントノードでトランザクシヨ|

ンを発生させる。

意思決定アー 意思決定アークで定義された間隔，回数にしたがい，タイ

クにおけるト マノード，イベントノードにおいて発生したトランザクショ

ランザクショ ンを，アーク先の意思決定ノードに伝達する。

ン伝達

意思決定ノー トランザクションが意思決定アークから意思決定ノードに

ドの起動 到達した場合に，計画関数を起動する。

受注ノードの 意思決定ノードで起動された計画関数に，受注ノードの受

参照 注データを引数として渡す。

DBノードの 意思決定ノードで起動された計画関数に，意思決定ノード

参照 が参照する DBノードのデータを引数として渡す。

DBノードへ 意思決定ノードで起動された計画関数の戻り値を，意思決

の書込 定ノードから接続されたDBノードへ書き込む。

発注命令ノー 意思決定ノードで起動された計画関数の戻り値である発注

ドへの書込 計画(発注品目，納期，数量，発注先などのデータ)を発

注命令ノードへ書き込む。
」
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表 2.3・モデルのノードとアークが備える演算機能(その2)

機能名 機能の説明

生産命令ノー 意思決定ノードで起動された計画関数の戻り値である生産|

ドへの書込 計画(組立品目，数量などのデータ)を生産命令ノード、へ

書き込む。

輸送命令ノー 意思決定ノードで起動された計画関数の戻り値である輸送

ドへの書込 計画(輸送品目，輸送先などのデータ)を輸送命令ノード

へ書き込む。

発注命令の伝 発注命令ノードに書き込まれた発注計画を，その発注命令

達 ノードに対応する企業ノードへ発注命令として伝える。

生産命令の伝 生産命令ノードに書き込まれた生産計画を，その生産命令

達 ノードに対応する組立ノードへ生産命令として伝える。

輸送命令の伝 輸送命令ノード、に書き込まれた輸送計画を，その輸送命令

達 ノードに対応する輸送アークへ輸送命令として伝える。

発注 需要ノードで発生した需要および企業ノードが受け取った

発注命令を実行し，発注先企業の受注データに追加する。

発注命令ノー 発注した製品が相手企業から輸送された場合に，発注命令 l

ドの発注計画 ノード中の該当する発注計画を削除する。

削除

受注ノードの 受注した製品が相手企業に輸送された場合に，受注ノード

受注データ削 中の該当する受注データを削除する。

除

納期達成率計 発注命令ノードの発注計画が削除された場合に，削除され

算 た発注計画中の納期と，発注計画が削除された時刻を比較

して納期が守られたかを調べ，企業の納期達成率を再計算

する。

組立ノードの 組立ノードで定義された故障確率にしたがい，故障発生時

故障確率計算 刻を計算する。故障が起これば，故障の間は生産能力を0

にする。

組立ノードの 組立ノードで定義された故障時間にしたがい，故障が発生

故障時間計算 した組立ノードにおいて故障終了時刻を計算する。故障終

了時刻を過ぎたら生産能力を元の値に戻す。
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表 2.4:モデルのノードとアークが備える演算機能(その 3)

機能名 機能の説明

生産におけるロ 生産命令を実行する場合に，生産指示されたロット数を製

ット計算 品個数に換算する。

生産における生 生産命令が実行される場合に，組立ノードの生産能力プー

産能力チェック タにアクセスし，生産に必要な生産能力が残っていれば生

産命令を実行する。生産能力不足ならば実行しない。

生産における在 生産命令が組立ノードで実行される場合に，アーク元の在

庫チェック 庫のデータにアクセスし，部品となる在庫が生産に十分な

量であれば生産命令を実行する。在庫不足ならば実行しな

し、。

生産における生 生産命令を実行したときに，組立ノードの生産能力データ

産能力使用 にアクセスし，生産に必要な生産能力を組立ノードの生産!

能力から減算する。

生産における部 生産命令を実行したときに，組立ノードに接続されたアー

品使用 ク元の在庫データにアクセスし必要な部品を減算する。

生産における製 生産命令を実行したときに，組立ノードに接続されたアー

品出力 ク先の在庫データにアクセスし，生産した製品を加算す

る。

生産コストの計 生産命令を実行したときに，組立ノードで組み立てられた

算 工程の生産指示分のロットサイズと生産コストを掛け合わ

せ企業の生産コストに加算する。

輸送における製 輸送命令を実行したときに，輸送アーク元の在庫データに

品搬出 アクセスし，輸送した製品を減算する。

輸送における遅 輸送命令を実行したときに，輸送アークで定義された遅延

延確率計算 確率を計算し，遅延すると決定した場合には遅延時簡の演

算を呼び出す。

輸送における遅 輸送遅延を発生させた場合に，輸送アークで定義された遅

延時間言十算 延時間を計算し，輸送の時間経過演算に対して加算する。

輸送における時 輸送命令を実行したときに，輸送アークで定義された輸送

閉経過 時間だけ時間を経過させたのち，輸送における製品出力の

演算を呼び出す。
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表 2.5モデルのノードとアークが備える演算機能(その4)

機能名 機能の説明

輸送における 輸送時間経過演算の後に，輸送アーク先の在庫データにア

製品出力 クセスし，輸送した製品を加算する。

輸送コストの 輸送命令が行われた場合に，輸送アークで定義された輸送

許算 手段の輸送コスト分を企業の輸送コストに加算する。

在庫コストの 物流拠点ノード，部品在庫ノード，製品在庫ノード，中間

許算 在庫ノードにおいて，在庫に存在する品目毎に在庫量と在

庫コストを掛け合わせ，単位時間毎に企業の在庫コストに

力目算する。

2.3 モデリング・シミュレーションツール

2.3.1 ツールの概要

第2.2節で述べた機能別モデル定義方式に基づき， scをモデル化，シミュ
レーションするツールを開発した。機能別モデル定義方式で記述方法を指定し

ていない意思決定モデルの許画関数は，本ツールでは外部プログラムとして実

装する。このため，ユーザが使い慣れたプログラム言語で計画関数を作成可能

であり，新たな言語を習得する必要が無い。また，作成した計画関数は計画関

数ライブラリに登録して管理し，意思決定モデソレにおいて容易に使用可能と

する。

図2.6に示すように，本ツールはモデ、ル定義機能と計画関数登録機能，シミュ

レーション機能を持ち，メイン画面と，メイン画面から呼び出す各機能専用の

画面によって構成する。モデ、ル定義機能は部分モデル毎の定義画面からなる。

計画関数登録機能は計画関数ライブラリ画面からなる。シミュレーション機

能は，シミュレーションを制御するためのシミュレーションメイン画面と，シ

ミュレーション中の物理モデノレ・情報モデ、ル・意思決定モデ、ルそれぞれの動作

を確認するための各画面からなる。これらの画面は並列に表示・操作可能とす

る。第2.3.2節から第2.3.4節において，各機能の詳細を説明する。
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「モデル定義機能 ; 

部品モデル定義画面| fj 

-メイン画面から他の画面の表
示・非表示を制御する

・任意の画面を並列に表示・操
作することが可能
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図 2.6:ツールの画面の遷移図

2.3.2 モデル定義機能

部分モデ、ル毎に異なった定義画面を提供し，ある部分モデルの定義の途中に

おいても別の部分モデルの定義画面を随時呼び出し可能とする。具体的には，

図2.7に示すように，機能別モデルを統括するメイン画面(親画面)上に，部

分モデル定義画面(子画面)を複数同時に表示可能とする。これにより，ユー

ザの意図に合わせ，複数の部分モデルを並列に作成，変更することが可能で

ある。

複数の部分モデルに重複して現れる構成要素を管理元の部分モデルから参照

して定義する場合には，管理元のモデルで定義している構成要素の一覧を表示

し，その中から選択することで定義を行う。図2.7に，情報モデルにおける企

業ノードの属性として所有施設を定義する際の事例を示す。ここでは，物理モ
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川一配一則一

図 2.7:メイン画面と部分モデ、ル定義画面

デ、ルで、定義した物流拠点ノード，工場ノー ドを表示 ・選択させる画面を表示し

ている。また，物理モデル定義画面上に顧客ノードを配置した場合，情報モデ

ルや需要モデ、ノレにも，それと対応した顧客ノードを自動的に配置するなどと

いった自動化により，ユーザが特別に意識しなくとも，整合性のあるモデルが

作成可能である。

2.3.3 計画関数登録機能

外部プログラムを計画関数として管理するために，ユーザが計画関数を自由

に登録，使用できる計画関数ライブラリを用意する。このライブラリに計画関

数を登録する場合には，計画関数登録画面を通して，外部プログラム名，計画

関数名，入出力の仕様(意思決定ノードに接続される DBノードの仕様)，計

画関数の内容を説明したコメントを一組として入力する。意思決定モデ、ルにお

いて意思決定ノードに計画関数を登録する際には， (1)関数名とコメントを参

考にして計画関数ライブラリから計画関数を選択， (2)指定された入出力の仕
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様にしたがし、DBノードを接続， (3) DBノードに値を入力，という一連の操

作により，過去に作成した計画関数を再利用可能である。図2.8に計画関数ラ

イブラリのメイン画面と登録画面を示す。

2.3.4 シミュレーション機能

図2.9にシミュ レーション中の画面例を示す。シミュレーションメイン画面

の開始ボタ ンを押すことにより モデル化したscのシミュレーションが開始
される。シミュ レーションの一時停止や終了も，同様にシミュレーションメイ

ン画面から操作可能である。

また，シミュレーションメイン画面から，シミュレーション物理モデ、ル画面

およびシミュレーション情報モデル画面など部分モデル画面を呼び、出し，これ

らの画面上においてシミュレーション中のscの挙動を随時確認可能である。
具体的には，シミュレーション物理モデ、ル画面で、は，生産や輸送による物理的

アイテムの増減を，生産や輸送を行った工場ノードや輸送アークの上に表示す

る。シミュレーション情報モデル画面で、は，発注品目や発注量，納期を発注
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図 2.8:計画関数ライブラリのメイン画面と登録画面
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シミュレーション情報モデル画面

1 
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図 2.9:シミュレーション実行画面

三斗

アークの上に，また企業毎の在庫コスト，生産コスト，輸送コストの累積，お

よび納期達成率を各企業ノードの上に，それぞれ表示する。シミュレーション

意思決定モデル画面で、は，意思決定トランザクションの発生，伝達の様子や，

計画関数の実行によって作成した生産 ・輸送 ・発注の命令を，それぞれ該当す

るノードやアークの上に表示する。さらに，これらの値の時間変化をログファ

イルとして出力し，表計算ソフトウェアなどを用いた分析を行うことが可能で

ある。

2.4 評価実験

本ツールの有効性を確認するために， 3つの実験を行う。

(1)検証のための SCモデルを，提案ツールと，汎用シミュレーションツー

ルで、ある ExSpect[36， 37]とを用いてそれぞれ作成し，その容易さを比

較評価する実験
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(2)実在する SCに対して提案ツールを適用し，シミュレーション結果の精

度を評価する実験

(3)上記(2)で定義したSCモデルの改善を通して，部分的なモデ、ノレ変更の容

易さを評価する実験

2.4.1 モデル定義機能の評価

検証のためのSCに提案ツールと ExSpecもを適用し，モデ、ル定義に要する時

間，構成要素(ノードとアーク)の合計数を比較した。 ExSpectはイベント駆

動型の汎用モデリング・シミュレーションツールである。提案ツーノレと同じく

ノードとアークを用いたグラフイカルな表示方式を持っており，また，独自の

プログラム言語によりノード毎に任意の手続きを定義可能である。なお，実験

は提案ツールの開発者である筆者が行った。筆者は，比較対象である ExSpect

も熟知しており，両ツールの習熟度に差はない。また，この種のツールの利用

者として想定されている SCの設計者の習熟度は，筆者と間程度と考えられる。

なお，対象SCの設計者も筆者である。

実験対象のSCは，複数の企業問でアイテムの発注・輸送や製造が行われた

り確率的現象が発生したりするといった一般性があり，また，提案ツーノレでモ

デ、ル化する際に全てのモデ、リング機能を使用する必要があるようなSCとして，

次に示すようなSCを使用した。

このSCは，車輪や肘掛の有無，回転の可否や色が異なる椅子のプロダクト

ファミリを製造するという組立産業のscであり，製品・部品を合わせて47種
類のアイテムが流れる。このSCには， 1つの椅子製造企業， 4つの一次部品供

給企業， 6つの二次部品供給企業が存在し，椅子製造企業と一次部品供給企業

はそれぞれ工場をlつ，二次部品供給企業はそれぞれ物流拠点を1ずつ持つ。

ただし，二次部品供給企業の物流拠点には出荷用の在庫が常に十分に存在し，

受注した翌日に必ず出荷できる。また，各工場，輸送経路において，製造装置

の故障や配送遅延が確率的に発生する。また，これらの企業では合計33種類

の調達，生産，配送の計画関数を用いる。例えば，椅子製造企業では生産計画

として，製品の在庫が基準在庫量を下回らないように生産する，在庫充填型生

産計画を用いる。これらの計画関数は，提案ツールではC++言語で実装した。
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提案ツールを用いて定義した物理モデルを図2.10に示す。椅子製造企業の工

場“chair"が一次部品供給企業の工場“Stand"，“Seat 

ら脚や座板，背もたれや肘掛等を取り寄せて椅子を組み立てる。工場“Stand"， 

“Seat" ，“Back"は，それぞれ異なる二次部品供給企業の物流拠点2ヶ所から部

品を取り寄せて，脚や座板，背もたれを製造する。

以上述べたSCモデルの作成に要した時間と構成要素数を表2.6に示す。ExSpect

を用いた場合と比べ，提案ツールを用いた場合には，モデ、ル作成時聞が 3.6%，

構成要素数が 12.5%である。 提案ツールを用いることで，部分モデ、ル聞のデー

タ参照機能により冗長な定義が削減されていること，ユーザが演算機能を定義

する必要が無く，また，意思決定アルゴリズムが使い慣れたプログラム言語を

使用して記述可能であることにより モデ‘ル作成時間が短縮されていることが

隠語L唱語圏..ーーー圃圃圃_ -1ロ1)(1

旦JbdJ ~金j 竺j 輸送モデル

¥ 111ーーーーーーー--

\-評-QJ~~SZl竺j竺l
h.JE湘 E由 aJ_ーーーーーーーー一_101)(11

\ | マ ~Asse>blins chC1 
、-

図 2.10:提案ツールを用いて定義した椅子製造SCの物理モデ‘ル

表 2.6:モデ、ル定義実験の結果

|使用ツール 11モデル作成時間(時間) I構成要素数(個) I 

|ExSpect 11 42 1364 

|提案ツール1.5 171 
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分かる。したがって，提案ツールのモデ、ノレ定義機能はscの容易なモデ、ル化に
有効であると言える。

2.4.2 シミュレーション精度の検証

提案ツールはsc改善案の事前評価としての使用を想定しており，シミュレー
ションにより改善効果が確認されたsc改良案は現実のscに適用される。そ
の場合には，現実のscにおいてもシミュレーションと同等の改善効果を求め
られるため，シミュレーション結果の精度は重要である。そこで，実在するsc
を提案ツールによりモデ、ル化・シミュレーションし，その結果を実データと比

較して精度を検証した。

この実験のためには，製品のBOMや製造に要するコスト，受発注の実績な

ど，企業が外部に公開することが稀なデータが必要である。しかし，限定的な

がら素材産業の物流分野におけるscの実データの提供を受けることができた
ので，それを用いて実験を行った。

第2.2.5節で述べたように，モデル化したscの評価指標として提案ツールが
出力する各種コストは相対評価のための独自の単位の値であるが，アイテム 1

個あたりの在庫コストを1単位と設定すれば，シミュレーション結果の在庫コ

ストとして在庫量を出力可能である。一方，素材産業では在庫量を製品の体積

や重量で表現可能であるため，提案ツールの出力と実データを比較しやすい。

そこで，在庫量と納期達成率について，シミュレーション結果と実データを比

較した。

2.4.2.1 モデル説明

実験対象としたscは， 2つの企業A，B， 14種類の顧客からなり， 34種類
のアイテムが流れる。企業Bは企業Aから 17種類の材料(部品)を購入し，

17種類の製品(組立品)を生産して顧客に販売する。使用する実データは企

業Bのデータであり， BOM， 1ヶ月間の製品出庫実績(出庫日，納入先名，出

庫品名，出庫合計量)，その前月末および当月末，翌月末の在庫量，工場の生

産能力(日産最大10000単位)，生産計画アルゴリズム(受注後に材料を調達

して生産，一部製品は見込み生産)，顧客が要求する納期(全て2日)，各拠
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点聞の輸送所要日数(全て1日)である。また，シミュレーションモデノレ作成

のために，データ提供者が妥当だと判断した次の前提をおく。

(1)生産設備の故障，輸送遅延は発生しない

(2)企業Bでは，顧客の各受注に対して個別に製品の輸送を行う(顧客の需

要は出庫実績と一致する)

(3)企業Aは常に十分な在庫を所有しており，企業Bの発注に対して即座に

製品の輸送を行う

初期在庫量は，企業Aの物流拠点では前提(3)より無限大とし，企業Bの工

場では実データにしたがい，製品出庫実績データがある月の前月末の在庫量と

する。

需要モデルにおいて発生させる需要は，前提(2)から，企業Bの1ヶ月間の

製品出庫実績データに基づき，組立品毎に，以下のように発生間隔と発注1回

あたりの数量を設定する。ただし，複数の顧客に納入されている組立品につい

ては，顧客毎に独立した需要パターンとして設定する。

-需要発生間隔:30/ (1ヶ月間の出庫回数)を平均とする，指数分布にした

がう

-需要量:平均と分散が，実データの出庫量のそれらと等しい，正規分布

にしたがう

全パターンを総合すると， 1日あたりの平均需要量は全組立品合計で7409.3単

位量であり，企業Bの最大日産量以下である。

企業Bの意思決定モデルでは I受注に対して十分な量の組立品在庫，部品

在庫が存在するならば，生産，輸送の計画を作成し，部品在庫が不足するなら

ば，企業Aに対する不足分の発注の計画を作成する。その後，生産能力に余裕

があるならば，見込み生産品を生産する計画を作成する」という計画関数を1

日l回起動する。また，企業Aでは I受注に対して十分な量の在庫が存在す

るならば，輸送の計画を作成するJという計画関数を1日1回起動する。これ

らの計画関数の作成には， C++言語を使用した。
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2.4.2.2 シミュレーション精度検証実験の結果

300日間のシミュレーションを行い，企業Bの在庫量と納期達成率について，

シミュレーション結果が実データと一致する精度を検証した。

(I)企業Bの在庫最 企業Bの，実際の月末の在庫量データと，シミュレーショ

ンによって得られる在庫量を比較する。 3ヶ月分の月末の在庫量データによると，

全製品の合計の在庫量は，平均(5043+4539+4634)/3= 4738.6 (単位量)であ

る。一方，提案ツールによるシミュレーションの結果，在庫量の平均は4751.6

(単位量)であった。使用できる実際の在庫量データが少ないため統計的な検定

はできないが.1日あたりの平均在庫量の誤差率は(4751.6-4738.6)/4738.6 = 

2.743 X 10-3 = 0.274 (%)である。

(2)企業Bの納期達成率企業Bの，実際の納期達成率とシミュレーション

によって得られる納期達成率を比較する。

モデル化の際の前提1.3より，生産能力を超える量を1日に受注する場合

にのみ納期連れが発生し，前提2より，出庫実績データを受注データとみなす

ことが可能なので，実際の納期達成率を計算可能である。出庫日毎に各出庫の

出庫量を昇順に加算していき，合計量が生産能力以下となる出庫の数を納期達

成回数，加算すると生産能力を超える出庫の数を納期遅れ回数とする。こうし

て実際の納期達成率を計算すると.82.95%である。一方，提案ツールによる

シミュレーションの結果は83目33%であり，実際の納期達成率との誤差は0.379

ポイントである。

2.4.3 モデル変更の容易性の評価

提案ツールによるモデ、ノレの部分的な変更の容易性を評価するために，第2.4.2

節の実験で対象としたscにおいて，需要が増加したために企業Bの生産能力
が不足するようになったと仮定し，企業Bの製品販売の機会損失を防ぐため

のsc改善案の事前評価を提案ツールを用いて行うという実験を行い，モデル
変更に要する時間を測定した。

全ての需要パターンの需要発生間隔が2分の1になったと仮定する。この場

合.1日あたりの需要量が倍増して 14818.6(単位量/日)となり，企業Bの現
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状の生産能力 10000(単位量/日)では生産が追いつかず，納期達成率が低下

する。そこで，企業Bの工場に，生産能力が5000(単位量/日)の，需要の発

生間隔が最小の3製品を生産可能な生産設備を増設することにより，現状の生

産設備と合わせて需要量と同程度の生産量となるようにし，需要が増加する以

前と同等の納期達成率を目指す。そのためには，次のようなscモデ、ルの変更
が必要である。

(1)需要モデルにおいて，需要パターンを変更する。

(2)物理モデルにおいて，企業Bが所有する工場の生産工程モデルに，増設

する生産設備を表す生産工程ノードを追加して，組立アークにより部品

および組立品を在庫する在庫ノードと接続する。

(3)並列な2つの生産設備を使用するための計画関数が計画関数ライブラリ

内にないため，第2.4.2節の実験に用いた計画関数を改造して新生産設備

を優先的に使用するような許画関数を作成し，計画関数ライブラリに登

録する。

(4)意思決定モデ、ルにおいて，意思決定ノードの計画関数を3で作成した計

画関数に変更し，また，追加した組立ノードに対応する生産ノードと意

思決定ノードを意思決定アークで接続して，増設した生産設備に生産命

令が伝えられるようにする。

変更したモデルで、シミュレーションを行ったところ，納期達成率は生産設備

の増設により，目標通り 18.26%から89.75%に改善された。

提案ツール開発者によるモデ、ル変更に要した時間を表2.7に示す。この変更

に要した時聞は合計で20分程度である。そのうちの 15分は計画関数のプログ

ラミングに要した時間であるため，適切な計画関数があらかじめ計画関数ライ

ブラリに用意されている場合には， 5分程度で変更可能である。

2.5 結言

本章では， scシミュレーションモデ、ルを少数の構成要素により短時間で作
成，変更可能とする機能別モデル定義方式を提案し，さらに，それを用いたモ
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表 2.7:モデルの変更に要した時間

変更した 入力した 入力したノードと 所要時間

部分モデル 属性数(項目) アークの合計数(個)

需要モデル 27 。 1 

物理モデル 12 3 1 

意思決定モデル 37 1 2 

計画関数の作成 (C++言語で60行の変更・追加) 15 

計画関数の登録 (9項目を入力) l 

デリング・シミュレーシヨンツールを開発した。提案ツールにより，汎用ツー

ルと比較して12.5%の時間でモデルを作成可能であること，作成済みのモデ、ル

の部分的な変更が短時間で可能であることが確かめられた。また，実在する

scをモデル化してシミュレーシヨンを行った結果を実データと比較したとこ
ろ，平均在庫量の誤差率0.274%.納期達成率の誤差0.379ポイントという精度

が得られた。

一方，提案手法における需要パターンは，確率分布を用いた表現で顧客別・

アイテム別に定義するため，現実の受注実績を忠実に再現したシミュレーショ

ンを行うのは困難である。実データに基づ、いた需要モデル作成の支援が望まれ

る。また，複数の拠点・顧客を巡回しながら集荷・配送を行う配送専門業者や，

複数企業での物流システムの共有など，現実のscをモデ、ル化する上での課題
が残っている。
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第3章

二者間交換分配交渉における目的分

析知識を用いた交渉方式

3.1 緒言

本章では，受発注時に行われる二者間での交渉を計算機同士で自動的に行う

ための手法を提案する [78，79， 80， 81]0 

サプライチェーン (8C)において企業聞で受発注が行われる際には，数量

や金額・納入日などを決定するために交渉が行われる。受発注における伝票の

電子化やその交換のためのシステムが普及しつつあるが，それらのシステムに

おいても交渉を行うのは人間であるため，人的コストが発生する。また，交渉

によって部品が安価で調達されれば，それを組み込んだ製品もまた安価で販売

可能となり，この連鎖によって，同じ8Cに属する多くの企業・消費者が製品

を安価で調達可能となる。したがって， SCの効率化を考える際にはこの交渉

についても考慮するべきである。

受発注時の交渉のように物やお金などのリソースの交換・分配内容を決定す

るための交渉は交換分配交渉と呼ばれる。交換分配交渉において，各交渉者は

交渉結果に依存する固有の計画問題とその計画問題の解に対する要求を持って

いる。例えば，製品を製造する企業とその部品を製造する企業との聞で行われ

る部品売買の交渉を考えると，製品製造企業は製品の生産計画を持っており，

交渉の結果入手できる部品の量や納期が，生産計画を作成する際の制約条件と

なる。そして，そのリソースの移動案に基づいて作成した計画案に対して，工
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場の稼働率を最大化したいなどの要求が存在する。部品製造企業にも同様に，

販売量や納期が制約となる在庫引当・補充の計画問題があり，コスト軽減など

の要求が存在する。このような両者の要求を同時に満たすリソース移動案を作

成することが，交換分配交渉の目的である。このとき，特に企業では内部情報

を外部に公開することが好まれないため，お互いに交渉相手の計画問題や要求

の内容が不明という条件下で両者の要求を満たすリソース移動案を作成しなけ

ればならない。また，交渉者間でやり取りされる情報の内容は少ない方が望ま

しい。

そこで，本章では，二者間交換分配交渉の問題を評価関数を用いず制約充足

問題としてモデル化する。各交渉者のエージェントとなる計算機は同じ交渉シ

ステムを持ち，それぞれ自分の合意の条件を充足する交渉案を作成して交渉相

手に伝達しあう。交渉案を受け取った交渉者は，それが自分の合意の条件に違

反していれば，充足するように改良した交渉案を作成して交渉相手に伝達し返

す。この際には，現実の交渉者の経験に基づく知識を用いることにより，交渉

相手の合意の条件に違反しない可能性の大きい交渉案を作成する。これを繰り

返し行い，一方の交渉者が作成した交渉案がもう一方の交渉者の合意の条件を

充足するとき，それを合意案として出力し，交渉を終了する。

以下，第3.2節では交換分配交渉問題に対して既存手法の適用を考えた場合

の問題点を述べる。第3.3節ではモデノレ化とアフ。ローチについて述べる。第3.4

節では交渉方式を説明する。第3.5節では評価実験を行い，提案手法によって

二者間交換分配問題の解を発見可能であることを確認する。

3.2 既存手法の問題点

Rubenstein-Montanoらは，交渉者それぞれが各リソースについて，そのリ

ソースの重要度を表す重みと入手したい理想的な数量を設定し，リソース移動

案と理想、値との差と重みの積和を評価関数として，全交渉者が評価値を示しあ

い， Pareto最適なリソース移動案を選択するという解法を提案している [40]。

Pareto最適とは，多目的の計画問題において，ある目的関数の値を改善するた

めには少なくとも他のlつの目的関数の値を改悪せざるを得ないような状態で

ある [41]。この解法ではリソースの数量しか考慮しないため，各交渉者が持つ

個別の計画問題の解に対する要求が満たされるリソース移動案が選ばれるとは
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限らない。

リソース移動案の評価値として，数理計画法 [42，43， 44]などを用いてその

移動案に基づき作成した計画問題の最適解(または近似解)の評価関数の値を

使用し， Rubenstein-MontanoらのようにしてPareto最適なリソース移動案を

選択するという方法も考えられる。しかし，計画問題の種類や規模によっては

lつのリソース移動案を評価するだけで膨大な時聞がかかるため，この手法は

現実的でない。

3.3 モデル化と交渉方式のアプローチ

3.3.1 アプローチの概要

人聞が実際に行っている交換分配交渉のプロセスを参考にして，二者間交換

分配交渉問題のモデル化と交渉方式の考案を行う。人間の場合，二人の交渉者

の聞で，一方の交渉者が作成したリソースの移動案の候補やそれに対する「評

価」などの限られた情報をやり取りしている。しかし，交渉者独自の評価関数

の具体的な数値を交渉相手に示すことは好ましくない。また，評価を現実に関

数として定式化することが困難である。そこで，評価関数はおかず，充足すれ

ば高評価となるような各交渉者の満足の目安を表す条件を，交渉の中間目標と

して交渉者毎に設定する。この条件を制約条件のように扱い，両交渉者の制約

条件を全て充足するリソース移動案を探すという，制約充足問題と捉える。評

価関数を用いないでモデ、ル化するため，一般的な二人交渉ゲームにおける代表

的な妥結点のlつである，両者の利得増加分の積を最大化するNash解[85]や

Pareto最適解などの概念は，本交渉方式には存在しない。本交渉方式の目的

は，互いに交渉相手の制約条件が隠匿されているという不完全情報かっ複雑な

協調交渉ゲームでの解の発見方式という位置付けである。

満足の目安には2種類あると考えられる。これ以上高評価である必要はない

という十分な満足と，これより低い評価の案には妥協できないという妥協の限

界である。前者の目安を表す条件を満足条件，後者の目安を表す条件を妥協条

件と名付ける。全ての制約条件・妥協条件を満たす計画案が，各交渉者の計画

問題の可能解となる。そして，両交渉者が，それぞれの計画問題の可能解のう

ち，より多くの満足条件を満たす解を導き出すようなリソースの移動案を作成
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することを，交換分配交渉の目的とする。

以上の方針より，各交渉者の独自の計画問題を表す制約条件，中間目標を表

す妥協条件・満足条件により問題をモデル化する。そして，交渉者間でリソー

スの移動案の候補およびそれに対する「評価Jとして「満足J， r妥協可能J， 

「拒否」をやり取りすることで，問題を解く。

3.3.2 モデル化

二者間交換分配交渉問題を図3.1のようにモデ、ル化する。図中の語句の定義

は以下の通りである。

-リソース

リソースとは交渉者間で分配する物，やり取りする物である。分配する

入力

・伺別リソース
Ra=500 
・個ZIJ制約条件
capacity= 10 
Rb.BtoA+Rc.A~capacity 
Rc.pl郁e={"Osaka'プTokyo"}

・妥協条件
RC.A>3 
.瀧足条件
RC.A>4 

共通制約条件および交渉者Aの
個別制約条件，妥協条件を隠碍
に満たす交渉案

-共通リソース
Rc=8 
・共通制約条件
RC.A+Rc.B孟Rc

車主主墨塞
RC.A=5 
RC.B=3 

満足条件を満たす案が望ましい

Rc.place=Osaka 
Ra.AtoB=300 

図 3.1:交換分配交渉問題のモデ、ル化のアプローチ
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リソースのことを共通リソース，各交渉者が保持する受け渡し可能なリ

ソースのことを個別リソースと呼ぶ。各リソースはその数量を示す債を

持つ。

-制約条件

共通リソースの合計量や為替レートのような両交渉者に共通な制約を共

通制約条件，各交渉者の計画問題の制約条件で交渉相手には不明なもの

を個別制約条件と呼ぶ。これら制約条件は，リソースや後に説明する交

渉案の属性，各交渉者が持つ個別の変数を引数とする関数の条件式で表

現し，論理演算子、.nd"または“or"により複数記述することを可能と

する。

-妥協条件

合意案の評価として最低限の満足の目安を表す条件であり，制約条件と

同様に記述する。

-満足条件

合意案の評価として十分な満足の目安を表す条件であり，制約条件と同

様に記述する。

-交渉案

リソースの移動案の候補を交渉案と呼ぶ。次に説明する交渉案の属性の

集合で表現する。

-交渉案の属性

共通リソースの各交渉者の取り分や個別リソースを受け渡しする日時な

と交渉案に記述する，リソースの移動案の内容を表す変数である。

-合意案

交換分配交渉問題の解を，合意案と呼ぶ。共通制約条件および商交渉者

の個別制約条件・妥協条件を全て充足する交渉案が合意案となり得る。
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3.3.3 交渉方式

前述の方針にしたがい，両交渉者が自らの計画問題の可能解を導出するよ

うな交渉案を作成し，それを交渉相手に評価させる。交渉案はそれを提案した

交渉者の個別制約・妥協条件を充足しているので，交渉相手が作成した交渉案

を参考にすれば，交渉相手の制約・妥協条件に違反する可能性・程度が小さい

交渉案を作成でき，合意案が作成される可能性が大きくなると考えられる。そ

こで，交渉案の作成は両交渉者が交互に，それぞれ交渉相手が作成した交渉案

を改良して行う。このとき. rたくさん発注すれば単価を安くしてもらえるか

もしれないjといった交渉案の属性問の関係に関する知識を利用することによ

り，効果的な交渉案を作成可能とする。また，交渉案の改良を繰り返しでも両

者が満足する合意案が得られない場合には，満足条件の違反を許すことで，合

意案導出の可能性を高める。

以上のアプローチでは，次の点が課題となる。

-交渉案の相互改良における，最初の交渉案の属性値の決定

・交渉案改良時の，イ直を変更する属性の選択および変更後の値の決定

-個々の交渉案改良の繰り返しから交渉を収束させるメカニズム

なお，交渉案の条件充足を確認するためには，交渉案からそれに基づく計画

問題の解または違反する条件式を出力するような計画機能が必要である。ま

た，交渉案を改良して作成するためには，希望する計画案から逆言十画を行い，

その計画案が実行可能となるような交渉案の属性値を算出する機能が必要であ

る。しかし，既にさまざまな計画手法が存在するので，本章では各交渉者が自

らの計画問題に適した既存手法を用いることを前提として，条件充足確認機能

および属性値逆算機能を使用する。

3.4 目的分析知識を用いた交渉方式

3.4.1 交渉方式の概要と交渉に用いる知識

本手法では，一方の交渉者が作成した交渉案を基に，それを相互に改良しあ

うことを繰り返すことにより合意案を探索する。最初の交渉案を作成する際
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には，その交渉者自身の合意の条件を充足するよう属性値逆算機能によって属

性値を決定するが，一意に定まらない場合もありうる。そのような場合のため

に，デフォルトの属性値を知識として用意しておしまた，交渉案を改良する

際には，販売価格と販売数のように関係のある複数の属性の値を同時に変更す

るが，このような属性問の関係は問題に依存し，また，システム上未知である

交渉相手の合意の条件に依存する。そのため，ユーザの経験に基づいて，自ら

の条件だけでなく交渉相手の条件も充足できる可能性が高いような交渉案の改

良方法を知識として用意しておく。この知識を目的分析知識と名付ける。目的

分析知識は，表3.1に示すように，自分が改善を要求する属性(改良属性)1 

っとその改善の代わりに相手に妥協する複数の属性(妥協属性)，およびそれ

らの属性値の変更方法(連続値ならば増(+)または減(-)，離散値ならば候

補となる値の集合)の組として記述する。

表 3.1・目的分析知識の例

|改良属性 |妥協属性

Price : Number: + 

Due d白te: Amount pωd: + 
Item :{Part.P， Part.Q， Part.R} 

Amount paid :一 Item :{Part.P， Part.Q， Part.R} 

目的分析知識を用いて交渉案を改良する際，改良属性は合意の条件の違反を

改善するための属性であるので，その値は合意の条件を充足する限界値に変更

する。妥協属性は，自らの合意の条件を満たす範囲内で交渉相手に妥協するた

めの属性であるので，自らの合意の条件充足の限界値からの余裕を小さくする

よう変更する。ただし，交渉相手に一方的に有利な交渉案とならないよう，妥

協条件充足の限界値に向けて徐々に変更してゆく。

また，スムーズに交渉を進めるために，属性をいくつかのグループに分割し，

lグ、ループずつJil買に属性を決定する。あるグ、ループの属性を両交渉者の合意の

条件に違反しないよう決定すると，そのグループの属性を固定し，次のグルー

プについて交渉を行う。属性のグ、ループ分けは，属性聞の関連性の強さやユー

ザの経験に基づいて行い，グルーピング知識として用意しておく。グルーピン

グ知識は，各属性がどのグループに属するかを，属性名とそれが属するグ、ルー

43 



プ番号の組により全属性に対して記述する。

3.4.2 合意案探索のアルゴリズム

交渉中の交渉案は図3.2のように部分解として扱い，少しずつ属性を追加し

てゆく。そして，全ての属性が決まったところでその交渉案を合意案とする。

yes 

暫定部分解の

出に成功したあ

yes 

未決定の属性があるか

no 

合意案の導出に成功して終了

no 

図 3.2交渉全体の流れ

yes 

部分解に含める属性の追加は，各交渉者がグ、ルーピング知識に定めたグ、ルー

プ単位で行い，部分解を決定する際に交渉者間で調整する属性を原則として

新たに追加されたグループの属性に限定することで，スムーズに合意案探索

を進める。部分解の拡大時には，一方の交渉者が追加グ、ループの属性に初期値

を設定し，初期部分解を作成する。そして初期部分解を交渉者間で調整し，両

交渉者の制約条件・合意の条件に違反しない，拡大した部分解を導出する。た

だし，制約条件・合意の条件に違反しない新たな部分解を作成できない場合に

は，探索を後戻り，つまり初期部分解として新たに加えられたグ、ループの属性

を再び部分解から除き，最後に調整した夕、ループに属する属性について再調整

を行う。このように調整済みの部分解は暫定的なものであり，暫定部分解と呼
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ぶ。全ての属性値について両交渉者の制約条件・合意の条件を充足する部分解

を作成したとき，それを合意案として交渉を終了する。一方，最初に調整した

グループまで探索を後戻りしても暫定部分解を導出できない場合には，その合

意の条件下での交渉は決裂となる。

初めは満足条件および妥協条件全ての充足を合意の条件として交渉を行う。

その交渉が決裂した場合には，合意の条件を妥協条件のみの充足に変更して再

び交渉を行う。このとき，満足条件および妥協条件全ての充足を合意の条件と

した交渉において，満足条件には違反するが妥協条件を全て充足するような交

渉案(暫定部分解)を作成していた場合には，全属性値が決定していればそれ

を合意案として交渉を終了，未決定の属性値がある場合にはそれらの属性値の

調整から交渉を開始する。妥協条件下での交渉が決裂した場合は，合意案を導

出することなく交渉を終了する。

初期部分解の導出について第3.4.3節で，暫定部分解の導出について第3.4.4

節で，それぞれ説明する。

3.4.3 初期部分解の導出

第3.4.2節で述べたように，暫定部分解を受け取った交渉者が，グルーピン

グ知識を参照し，属性値が未決定のグ、ループの中から次に調整するグ、ループを

任意に1つ選択する。そして自分の制約条件・合意の条件に違反しないように，

そのグループの全属性を設定する。この際，暫定部分解に含まれる属性の値は

固定しておく。新たなグループの属性値を計算によって決定できない場合は，

デフォルトの属性値を用いる。

3.4.4 暫定部分解の導出

暫定部分解とは，いくつかのグループに属する属性について，両交渉者の制

約条件・妥協条件に違反しないよう属性値を調整した交渉案である。各交渉者

が図3.3に示す流れにしたがう交渉エンジンを持ち，両者間で交渉案をやり取

りすることにより，暫定部分解を導出する。

交渉相手が新たな交渉案を伝達してきた場合，その交渉案を評価する。交渉

相手が作成した交渉案が自分の制約条件・合意の条件を全て充足する(または，
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Eヨ

nO 

no 

yes 

Eヨ

図 3目3:暫定部分解導出の流れ

その可能性がある)ならば，評価は“accept"(満足)である。制約条件や妥協

条件に違反違反している場合は，評価は“reject"(拒否)である。満足条件と

妥協条件の充足が合意の条件であり，相手の交渉案が満足条件には違反してい

るが制約条件・妥協条件は充足しているという場合には，評価は“accept乱.ble"

(妥協すれば合意可能)である。“acceptable"と評価された交渉案は，探索を

後戻りして合意の条件を妥協条件のみに変更した際の合意案候補となる。そし

て，交渉相手が作成した交渉案を評価した結果が“accept"でない場合は，第

3.4.5節で述べるように，目的分析知識を用いて相手の交渉案を改良した交渉

案を作成し，評価結果と同時に交渉相手に伝達する。ただし，属性値を変更可

能なのは最後に部分解に加えたグループに属する属性だけである。制約条件・
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合意の条件に違反しない交渉案を新たに作成できない場合は，直前に受信し

た交渉案に対する評価のみを伝達し，交渉相手がJjIJの交渉案を作成するのを

待つ。相手の交渉案を評価した結果が“accept"であるならば，その交渉案を

暫定部分解とする。値が未決定の属性がある場合は，次の初期部分解を作成

して“accept"と一緒に交渉相手へ伝達する。全ての属性値が決定した場合は

“accept"のみを伝達し，その交渉案を合意案として交渉を終了する。

また，交渉相手が新たな交渉案を伝達してこない場合もある。“accept"のみ

を受信した場合には，自らが直前に伝達した交渉案を合意案として交渉を終了

する。“accept"以外を受信した場合には，以前に受信した相手の交渉案を改良

して新たな交渉案を作成し，交渉相手に伝達する。新たな交渉案を作成できな

い場合，暫定部分解の導出は失敗である。"吋巴ct"のみを交渉相手に伝達して

導出失敗を伝え，探索を後戻りする。

3.4.5 交渉案の改良

各交渉者は交渉相手から交渉案を受け取ると，条件充足確認機能により制約

条件・妥協条件・満足条件の充足を確認する。条件違反がある場合には，次に

示す4つのステップによりその違反を解消する。

(1)条件充足のための改良属性の選出

条件違反の原因である属性のうち，次式で示す値変更率が最小となる属

性を選出する。これにより，交渉相手の制約・妥協・満足条件にも違反

しない可能性が大きい改良を行う。ただし，条件充足に必要な変化量は

他の属性値を固定した場合を考える。

I (条件充足に必要な変化量) I 
(値変更率)=| | 

I (相手からの交渉案内の属性値)I 

(2)目的分析知識の利用

ステップ(1)で選択した属性を改良属性とし，目的分析知識から妥協属

性と属性値の変更方法を決定する。

(3)改良属性の変更幅の決定

条件違反を解消するよう，改良属性の値を条件充足に必要な値に変更する。
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(4)改良後の妥協属性値の決定

-満足条件充足が合意の条件の場合:

妥協属性の値を満足条件充足の限界値に変更する。

・妥協条件充足が合意の条件，かつ，妥協属性が満足条件を充足して

いる場合:

妥協属性の値を満足条件充足の限界値に変更する。

・妥協条件充足が合意の条件，かっ，妥協属性が満足条件を充足して

いない場合:

第3.4.1節で述べたように，妥協属性の値を，妥協条件充足の限界

値に徐々に近づけるよう変更する。そのために，妥協属性の値の変

更幅を次式のように定義する。ただし，白は，交渉案・改良属性・妥

協属性の組み合わせ毎にカウントする妥協回数である。これにより，

妥協属性値の妥協条件充足の限界値からの余裕を半減してゆく。

(属性値変更幅)= I (現在値)ー(条件充足の限界値)I 

x (1 -(1/2)α) 

ステップ(3)の条件充足に必要な値，ステップ(4)の条件充足のための限界

値などは，属性値逆算機能により求める。ステップ(4)において，同じ妥協属

性ばかり変更していると，その属性値は条件充足のための限界値に収束してし

まう。そこで，同じ妥協属性ばかり変更しないよう，妥協回数αには上限値を

設定しておく。臼が上限に達した場合， 53IJの妥協属性の変更による交渉案の改

良を行う。全ての妥協属性を既にαの上限回数まで変更している場合には，改

良属性の変更のみによる改良を行う。改良属性のみによる改良を行っても交渉

相手が“r句ect"を伝達してくる場合は，ステップ(1)において改良属性を値変

更率が次に小さい属性に変更して改良を行う。変更していない改良属性がない

場合，または1つの属性の変更では条件違反を解消できない場合には，交渉案

の改良は失敗となり，“reject"を伝達する。

1つの属性の変更では条件違反を解消できないという状況は，交渉案の解空

聞が細く分布している場合に発生する可能性が大きい。それは，改良前の交渉

案を1つの軸(属性)の方向にのみ移動させても交渉案の解空間に入りにくい

ためである。しかし，複数の属性を変更した交渉案を作成した場合には，基に
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した相手の交渉案からの変更の度合いが大きく，相手の制約条件に違反する可

能性が大きくなると考えられる。このように交渉案の解空聞が小さい交渉問題

では，人間同士で交渉を行う場合と同様に，本方式を用いても合意案の発見が

困難である。

3.5 評価実験

提案手法を次に示す企業開の交換分配交渉問題に適用する。ある会社が製品

のサンプルを 10万個だけ，一定単価で出荷する。 A祉と B社はこのサンプル

の分配をめぐって交渉する。一方でA社は普段B社が製造するモジュールを

購入しているため，サンプルの分配が難航する場合にはそのモジュールを特別

に売買することで調整する。

この問題では，普段のモジュールの取引価格により，両者の満足条件を同時

に満たす解空間が変化する。両者の満足条件を同時に満たす解空聞が存在する

場合(問題設定1)，および，両者の満足条件を同時に満たす解空間は存在し

ないが妥協条件を同時に満たす解空間は存在するという場合(問題設定2)の

それぞれについて提案手法を適用し，合意案を発見可能であるか確認する。

3.5.1 問題の構造

この事例で扱うリソースは次のとおりである。

-共通リソース・ 8αmples= 100000 

-交渉者Aの個別リソース:maney = 100000 

-交渉者Bの個別リソース:modules = 50 

また，この交渉によって値を決定する交渉案の属性は次のとおりである。

• sαmple.A:交渉者Aに分配されるリソースsamplesの数量

.sαmple.B:交渉者Bに分配されるリソース samplesの数量

• Money.AB: AからBに渡されるリソース moneyの数量
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• Money.dαte: AからBにリソース moneyが渡される期日

• Module.BA: BからAに渡されるリソース modulesの数量

• M odule.date: BからAにリソース modulesが渡される期日

それから，制約条件や各交渉者の妥協条件，満足条件を表3.2および表3.3に

示す。交渉者Aの個別制約条件の1つに普段のモジュールの価格を表すprice

があり，price = 5000 設定1)の場合と price= 4500 (設定2)の場合につ

いて実験を行う。ただし，pnce以外の条件は同一である。設定1においては，

交渉者A，B両者の満足条件を同時に満たす解空聞が存在する。一方，問題設

定2においては，両者の妥協条件を同時に満たす解空間は存在するが，満足条

件を同時に満たす解空間は存在しない。

表 3.2:共通制約条件および交渉者Aの個別制約条件・妥協条件・満足条件

共通制約条件 Sαmple.Aと0

Sαmple.BとO

Sαmple.A+ Sαmple.B ::; samples 

交渉者Aの price = 5000 設定1)，

個別制約条件 price = 4500 設定2) (普段のモジュールの価格)

0::; Money.AB ::; money 

Money.dateと0

Module.BA > 0 

M odule.date > 0 

Sαmple.A ~ 30，000 

交渉者Aの Sαmple.A ~ 60000 or 

妥協条件 Sαmple.A + price x M odule.BA -M oney.ABと60000

交渉者Aの Module.d，αteく 10

満足条件 Sαmple.A ~ 70000 or 

Sαmple.A + price x Module.BA -Money.ABと70000
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表 3.3:交渉者Bの個別制約条件・妥協条件・満足条件

交渉者Bの cost = 3000 (モジュールの生産コスト)

個別制約条件 αbility = 20 (モジュールの 1日の最大生産可能数)

Money.AB ~ cost x Module.BA 

Money.dαte ~ 0 

0く Module.BA

::; modules +αbility x M odule.dαte 

M odule.date 

三max(O，(Module.BA -modules)j白bility)

Sample.B三50000

交渉者Bの Sαmple.Bと700000r

妥協条件 Sαmple.B + M one百.AB-cost x M odule.BAと70000
交渉者Bの S仰 le.B> 8蜘Oor|

満足条件 Sample.B + Money.AB -cost x Module.BAど80000

3.5.2 使用する知識

表3.4に両交渉者の属性のグ、ルーピング知識およびデフォルトの属性値を，

また，表3.5に両交渉者の目的分析知識をそれぞれ示す。

表 3.4:グルーピング知識とデフォルトの属性値

属性 交渉者A 交渉者B

グループ デフオノレト{直 グループ デフォルト値

Sαmple.A 1 70000 1 20000 

Sα.mple.B l 30000 1 80000 

Mone官AB 2 。 2 。
Money.dαte 3 。 3 。
Module.BA 2 。 2 。
Module.dαte 3 。 3 。
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表 3ふ目的分析知識

交渉者A 交渉者B

改良属性 妥協属'性 改良属性 妥協属性

Sαmple.A + Module.BA - Sample.B + Module.BA + 

Money.AB + Money.AB 

M odule.date + Module.dαte 

Money.AB Sαmple.A - Money.AB + Sαmple.B -

Module.BA - M odule.dateー

M odule.date + 
Module.BA + Sample.A -

Money.AB + 
Module.dαte十

3.5.3 問題設定1の交渉経過と結果

本事例の問題設定1に対して提案手法を適用したときの交渉の過程と結果を

表3.6に示す。表3.6の各行は，交渉相手が直前に作成した交渉案に対する評

価と，新たに作成して相手に送信する交渉案の属性値を示している。ただし，

各行において交渉者間で調整中のグループ以外の属性値は省略している。交渉

者Aがグ、ループ1に属する Sαmple.AとSαmple.Bに属性値を設定し.7万個

のサンプルを要求することで交渉を開始する(表3.6中の#1)。

表3.6中の#3において交渉者Aが作成した交渉案は，交渉者Bの合意の条

件(制約条件，妥協条件，満足条件)を全て充足する可能性がある。そのた

め.#3に対する交渉者Bの評価は“accept"であり.#4以降ではSample.Aと

Sαmple.Bの値を{Sαmple.A=45000.Sαmple.B=55000}に固定して，グルー

プ2に属する {Money.AB.Module.BA}の属性値を調整してゆく。

交渉案改良の一例として，交渉者Bが表3.6中の#5の交渉案を受けてから

#6の交渉案を作成する過程を以下で説明する。交渉者Aが提案した#5の交

渉案は，交渉者Bの妥協条件に違反している。このとき調整しているグ、ループ

に属する属性はMoney.ABとModule.BAであり，この違反を解消し，かつ
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表 3.6:問題設定1における交渉経過

1#1提案者l評価 |交渉案
1 A Sαmple.A=70000， Sαmple.B=30000 

2 B reject Sαmple.A=20000， Sαmple.B=80000 

3 A reject Sαmple.A=45000， Sαmple.B=55000 

4 B accept Money.AB=25000， Module.BA=O 

5 A reject Money.AB=25000， Module.BA=10 

6 B reject Money.AB=55000， Module.BA=lO 

7 A reject Money.AB=55000， Module.BA=16 

8 B reject Money.AB=73000， Module.BA=16 

9 A reject Money.AB=73000， Module.BA=20 

10 B reject Mone型.AB=85000，Module.BA=20 

11 A acceptable Money.AB=85000， Module.BA=22 

12 B acceptable Moηey.AB=91000， Mod也le.BA=22

13 A acceptable Money.AB=91000， Module.BA=24 

14 B acceptable Money.AB=97000， Module.BA=24 

15 A acceptable Money.AB-97000， Module.BA=25 

16 B acceptable Money.AB=100000， Module.BA=25 

17 A accept Money.date=O， Module.date=O 

18 B accept 

満足条件を全て充足するときの属性値変更率は，

• Money.AB: 1 +30000/250001 = 1.2 

• Module.BA: 1ー 10/101= 1.0 

である。したがって，まずはModule.BAを減少させて交渉案の改良を試みる。

目的分析知識を参照すると，“Module.BA:一"に対応する妥協属性は存在し

ないので，妥協属性を用いないでModule.BAだけを変更して改良を試みる。

しかし，Module.BAを満足条件充足まで減少させただけの交渉案は，表3.6

中の#4において同じ交渉案が既に提案されており，また変更幅を半減すると
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満足条件を充足できなくなる。そこで，次にMoney.ABを増加させて交渉案

を改良を試みる。“Money.AB: +" ，こ対応する妥協属性は同じグループに含ま

れない属性ばかりであるため，先程と同様に要求属性だけを変更しただけの，

表3.6中の#6の交渉案を作成する。

このようなフ。ロセスでお互いに交渉案の改良を繰り返すことにより，全ての

属性に属性値が設定された交渉案#17を交渉者Aが提案したのに対して交渉

者Bが“accept"のみを送信し，交渉は終了した。こうして得られた合意案を

表3.7に示す。この合意案は，確かに両交渉者の制約条件，妥協条件，満足条

件を全て満たしている。

表 3.7:問題設定lにおいて導出された合意案

|属性 11属出直|

Sαmple.A 45000 

Sample.B 55000 

Money.AB 100000 

Money.dαte 。
Module.BA 25 

Module.dαte 。

3.5.4 問題設定2の交渉経過と結果

問題設定2は，交渉者AとBの満足条件を同時に満たす解空間は存在しな

いが妥協条件を同時に満たす解空間は存在するという設定である。この問題に

提案手法を適用したときの交渉の過程の一部を表3.8に示す。

表3.8中の#36において，交渉者Bが“reject"のみを送信している。これは，

{Money.AB， Module.BA}のグループについて，交渉の経過を後戻りしなが

ら#35，#33， #31といった交渉者Aが作成した交渉案全てに対し第3.4.5節

で述べた提案手法による交渉案の改善を試みても，既に提案済みである交渉案

しか作成できないためである。 #36の“reject"を受けて，今度は交渉者Aが

交渉の経過を後戻りしながら新たな交渉案の作成を試み， #30の交渉案を基に

した新たな交渉案#37を提案している。
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表 3.8:問題設定2における交渉経過(一部抜粋)

1#1提案者l評価 |交渉案
.. . 

3 A reject Sample.A=45000， Sαmple.B=55000 

4 B accept Mone百.AB=25000，Module.BA=O 

.. . 

13 A reject Money.AB=100000， Module.BA=28 

14 B acceptable Money.AB=109000， Module.BA=28 

.. . 

30 B reject Money.AB=73000， Module.BA=16 

31 A reject Money.AB=47000， Module.BA=16 

32 B reject Money.AB=47000， Module.BA=7 

33 A reject Money.AB=6500， Module.BA=7 

34 B reject Money.AB=46000， Module.BA=7 

35 A reject Money.AB-46000， Module.BA=16 

36 B reject 

37 A Money.AB=73000， Module.BA=22 

38 B reject Money.AB=91000， Module.BA=22 

44 B reject Money.AB=74000， Module.BA=16 

45 A reject 

46 B reject 

47 A Sαmple.A=57500， Sample.B=42500 

48 B accept Money.AB=37500， Module.BA=O 

. . 

表3.8中の#45，#46においては，両交渉者が“r句ect"のみを送受信して

いる。これは {Sαmple.A=45000，Sαmple.B=55000}の下での {Money.AB，

Module.BA}のグ、ループの暫定部分解導出に失敗したことを表しており， #47 

において {Sample.A，Sαmple.B}についての暫定部分解の導出に後戻りして
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いる。

#49以降にも探索の後戻りが繰り返し発生し，およそ800回の交渉案のやり

取りの後，{Sαmple.A， Sαmple.B}についての新たな暫定部分解を導出でき

なくなったため，合意の条件から満足条件を除外した。このとき，交渉者Aが

作成した#13の交渉案に対する交渉者Bの評価が“acceptable"(妥協すれば合

意可能)であったため，これを基にした交渉案，すなわち， #13!こ最後の属性

グループ{Money.date=O， M odule.date=O}を加えた交渉案を交渉者Bが作

成した。これは交渉者Aの合意の条件を満たすので，交渉者Aは“accept"の

みを交渉者Bに送信した。こうして，妥協条件のみを合意の条件として以降

は， 2回のやり取りによって表3.9に示す合意案を導出した。

表 3.9:問題設定2において導出された合意案

属性 属性値

Sαmple.A 45000 

Sαmple.B 55000 

Money.AB 100000 

Money.date 。
Module.BA 28 

Module.d，αte 。

3.5.5 考察

分配するサンプル数は両交渉者の希望数の合計より少なく，また，部品生産

能力・コストなどの交渉者固有の制約条件が存在するなど，一見合意が難しそ

うな問題設定だった。しかし，問題設定1，2両方において合意案を導出する

ことができた。問題設定1においては，導出された合意案は両交渉者の満足条

件を全て充足しており， A社はB社からモジュールを安く購入することがで

き，一方B社は，利益がでる価格でモジュールの在庫を捌くことができた。つ

まり，両者にとって十分に高評価の解を得られたと言える。

一方，問題設定2は，両交渉者の満足条件を同時に満たす解空間は存在しな

いが妥協条件を同時に満たす解空間は存在するという問題で、あった。導出され
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た合意案は交渉者Aのみの満足条件を充足しており，交渉者Bのみが妥協し

た形である。また，交渉案の属性の数が6であるのに対し，合意の条件から満

足条件を除外するまでに800回以上の交渉案のやり取りが必要であった。提案

手法の適用先として想定している実際の受発注においては，より多くの交渉案

の属性が使用されると考えられる。したがって，より効果的な交渉案を作成す

る方法や，両交渉者の満足条件を同時に充足する解空間の存在を早い段階で判

定する方法などの考案が今後の課題として挙げられる。

また，評価実験に用いた事例では，共通リソースが 1種類，個別リソース

が各交渉者に1種類ずつであった。一般に，受発注交渉における発注者は個別

リソースとしてお金を持ち，その他の全てのリソースはお金に換算可能であ

る。この事例においても，サンプルの配分を表すSαmple.AやSample.B，モ

ジュールの取引量を表すModule.BAと，お金の取引量を表すMoney.ABと

が同時に含まれるような条件式を，両交渉者とも満足条件や妥協条件に持って

いる。また，提案手法において，共通リソースは元の所有者が交渉者以外の第

三者であること以外には個別リソースとの本質的な違いがない。したがって，

共通リソースが存在しないような問題や，受注者の販売製品を表す個別リソー

スが複数存在するような問題に提案手法を適用した場合にも，本事例と同様の

交渉案を得ることができる。

3.6 結言

本章では，二者間交換分配交渉に対して，評価関数の代わりに満足条件，妥

協条件と呼ぶ複数の条件式を用い，制約充足問題として問題のモデ、ル化を行っ

た。そして，各交渉者のエージェントとなる計算機同士で二者間交換分配交渉

を自動的に行うための手法として，交渉者がお互いに相手が作成した交渉案を

改善しながら交換する交渉方式を提案した。本手法では，交渉案を自らの条件

を充足するよう改善する際に目的分析知識と呼ぶ簡単な知識を用いることに

より，交渉相手の合意の条件を充足する可能性が大きい交渉案を作成する。ま

た，交渉開始時には合意の条件として妥協条件だけでなく満足条件も充足する

交渉案，すなわち両交渉者にとって高評価となる合意案の作成を試みる。その

ような合意案が得られない場合には，合意の条件から満足条件を除外すること

によって探索範囲を拡大し，合意案導出の可能性を高める。
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提案方式を企業聞の受発注目寺における交渉問題に適用した。両交渉者の満足

条件を同時に満たす解空聞が存在する問題に対し，その解空間内で合意案を導

出可能であることを確認した。一方，そのような解空間が存在しない問題に対

し，合意の条件から満足条件が除外されるまでに交渉者間で多数のやり取りが

必要なことがわかった。そのため，提案システムを実装して多様な問題を解く

ことにより，問題の性質と探索時間との関係の確認や，提案手法によって作成

される合意案が両交渉者にとって妥当な内容であるかどうかの検証を行い，探

索を効率化することが今後の課題である。

また，実際の受発注業務にて使用することを考えた場合には， EDIなどのシ

ステムと連携するためのインタフェースの設計や，特に合意の条件から満足条

件が除外された後に導出された合意案について，妥当な案が得られているか確

認することなども課題となる。
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第4章

グループ制約付き大規模ジョブショッ

プ問題向きの確率的ルール適用方式

による統合タブーサーチシステム

4.1 緒言

各企業における製品の生産性が向上すれば，低価格化や納期の短縮により下

流企業ではその製品を入手しやすくなり，サプライチェーン (SC)全体の効

率化につながる可能性がある。 SCを流れる製品やその製造方法はさまざまで

あり，それぞれに固有の制約や評価基準が存在するため，生産性向上のために

はその対象に即した対策が必要となる。本章では，グ、ループ制約という特殊な

制約を持つ大規模なジョブショップ問題 CJSP)を対象とする。

JSPとは生産分野における計画問題の一種であり，いくつかの処理が必要な

複数のジョブを，ラインと呼ばれるいずれかの処理が可能な複数の機械資源に

割り当てる問題である。処理を行う順序によって手間や設備の負担が大きく異

なるが，この問題はNP困難であり計算機で最適解を求めることが非常に難し

いため，熟練した専門家が独自のノウハウにより手作業で計画を作成している

場合が多い。そのノウハウの1つがグソレープ制約であり，同ーの処理工程を必

要とするジョブ、はグ、ループにまとめてラインに割り当てるというものである。

ある企業は，ラインに割り当てるべきジョブの数が約2000のグループ制約

を持つJSPに対し，現状では専門家の手作業により 8時間かけて計画を作成
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しているが，これと同等の計画を2時間以内に作成したいという要求を持って

いる。これに対し，大前らは専門家の手作業による計画と評価値で比較して

95%の計画を2時間で作成可能な，確率的ルール適用方式を用いたタブーサー

チ手法を提案している [72，73]0 しかし，計画の評価として，専門家は感覚的

に判断しているが定式化が困難な評価項目が存在するため，大前らの手法に

よって作成した計画を，専門家の判断に基づいて修正することが必要である。

そこで，大前らの手法を並列化することにより従来と問等の計画を 1時間程度

で作成し，残る 1時間でその計画を対話的に修正する手法を提案する。また，

季節によるジョブの傾向の変動や生産設備の変更などに伴い，スケジューリン

グに用いるパラメータの適切な値も変化する。このパラメータを自動的に調整

する手法を提案する。これらの機能を統合したスケジューリングシステムを開

発する。

以下，第4.2節では，本章で対象とするグループ制約を持つJSPについて

説明する。第4.3節では提案システムを構成する各モジュールについて説明す

る。第4.4節では評価実験を行い，提案システムの有効性を示す。

4.2 グループ制約付きJSP

4.2.1 問題概要

グループ制約付き JSPは，同じ処理工程を必要とする複数のジョブ、をグ、ルー

プ化して，そのグ、ループ単位で、ラインに処理時間の割当を行う計画問題であ

る。一般的なJSPは，図4.1に示すように，ジョブと呼ばれる製品製造に必要

な複数の処理工程の集合を，ラインと呼ばれる処理を実行する複数の機械資源

に割り当てる問題である。問題の制約として，ジョブ毎に製品になるまでに必

要な処理工程とその順番が，また，ライン毎に実行可能な処理が，それぞれ定

まっている。また，現実の生産現場においてはラインの休止・再起動や処理の

切り替えを行うのに大きなコストが必要となる。そのため，同じ処理工程を必

要とするジョブが複数存在する場合にはそれらをひとまとめにして処理する方

が効率がよいので，そのように処理を行うよう制約を設ける場合がある。これ

をグループ制約と呼ぶ。例えば，図4.1に示した計画にグループ制約を適用す

ると，ラインB.C. Dにおいて処理b2.c2. d1のジョブをそれぞれ1つのグ
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-処理工程情報

[ ~処理速度
〉他，多数の属性

-ライン情緒

[ ~可能処理工程
〉段取り換え時間
》他1 多数の属性

-ジョブ情報

[一(処理工程，処理I1贋序)》納期

》サイズ
》他.多数の属性

仁ゴ :

仁ゴ :

:仁コ ; 
値圏 :

仁ゴ

'製品
• 時間

制約を満たすよう
ラインにジョブの
処理時簡を割当

，，ao
a' 
ジョブ

図 4.1:ジョブショ ップ問題の概要

グループ制約。

・閉じ処理が必要なジョブはグループ化して一括処理
.グループ内の総ジョブサイズに制約あり

惨
時間

図 4.2:グループ制約の適用

図4.2のような計画になる。ノレープにまとめて処理するため，

「ライン情報jからな り，「処理工程情報J，すなわち，問題は 「ジョブ情報J，

「ジョブ情報」には，ジョブのグルーフ。をラインに割り当てた計画が解となる。

各ジョブのサイズ，納期，製品となるまでに必要な処理工程の処理コードやそ

処理コードをキーと「処理工程情報」には，の順序などの属性値が存在する。

して，各処理工程を行うク、、ループに対するグルーフ。サイズの制約(最大サイズ，

処理後に次工程の開始まで空け

としては，各「ライン情報J

単位サイズあたりの処理時間，

なければならない時間などの属性値が存在する。

最小サイズ)， 
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ラインで実行可能な処理コード，ライン聞をジョブが搬送されるのに要する時

間，搬送されてきたジョブが処理開始可能になるまでに要する時間，処理する

グ、ルーフ。を切り替える際に発生する段取り換え時間や，処理休止の後に再度立

ち上げるための時間などのコストといった属性値が存在する。

4.2.2 計画の評価

計画の定量的な評価項目として，平均製造工期，グ、/レープ切替回数，ライン

休止回数の3つを用いる。ここで，平均製造工期とは，製造工期(あるジョブ

の先頭工程が処理されるグループの処理開始から最終工程が処理されるグルー

プの処理終了までの時間)の全ジョブでの平均値である。グループ切替回数と

は，各ラインで処理するク守ループの処理コードが変わる回数である。ライン休

止回数とは，各ラインでの休止時間(何も処理が割当てられていない時間帯)

が発生する回数である。

製造工期を短縮することと，ク守ループ切替回数や休止回数を減少させること

との聞にはトレードオフの関係が存在し，得られる計画を評価する際には総合

的な判断が必要となるため， 3つの評価指標に重み付けを行い，その和を計画

の評価関数として用いる。この評価関数をVで表し，平均製造工期Tの重み

をWr，グループ切替回数Cの重みをWc，ライン休止回数Rの重みをWRと

して，以下の式のように定義する。ただし，C， Rは，それぞれグ、ループ切替

回数，休止回数をライン毎に重み付けして足した値である。

V = Wr x T + Wc x C + WR X R (4.1) 

本問題では，この評価関数Vの値が最小となる計画を作成することが目的

となる。ただし，評価関数Vに含まれる評価項目以外にも，専門家の手作業に

よる計画に近づけるための評価指標や，定量化が困難な評価指標が存在する。

そのため，計画の最終的な評価は専門家の手にゆだねる必要がある。
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4.3 確率的ルール適用方式による統合タブーサーチ

システム

4ふ 1 提案システムの構成

本章で対象とするJSPはジョブ数が約2000と大規模であるため，最適解を

求めるのは非常に困難である。また，計画を感覚的・経験的に評価する専門家

の判断にしたがって解を修正しなければならないので，要求の入力とそれを満

たす解の探索の試行錯誤的な繰り返しを高速に行うことが必要である。そこ

で，図4.3に示すような構成の統合タブーサーチシステムを提案する。

タブーサーチとは，組み合わせ最適化問題に対する汎用の逐次改善法である

[70]。タブーサーチによってz番目の暫定解Xi7Jミら(i+ 1)番目の暫定解約+1

に遷移する様子を図4.4に示す。まず，暫定解Xiに僅かに変更を加えた解の集

合である近傍集合N(Xi)を作成する。次に，N(Xi)の中で、最良の解yを選択し，

並列ケジューリングモジュール|一一一-----砂.------_.. 
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図4.3:統合タブーサーチシステムの構成

N(x;J -現在の解Xjの近傍集合N(xiJの中で最良
の解を次の解Xi+lとすることを繰り返す
・ただし，タブーリストに含まれる解は選択し

ない寸I
解Xiに遷移するまでの最近k個の解

[ij 
図 4.4:タブーサーチの概要
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たとえUがXiより劣る場合でも，それを新たな暫定解Z叶 1とする。この操作

を繰り返すことにより解を改良するが，その際に同じ解が再び暫定解に選ばれ

ることがないよう，“タブーリスト"を用いる。タブーリストとは最近k個の

解の集合であり，タブーリストが保持する解の数kをタブーリストのサイズと

呼ぶ。近傍集合N(Xi)の作成において，タブーリストに含まれる解はN(Xi)か

ら除外する。

提案システムの核となるのは，確率的ルール適用方式を用いたタブーサーチ

による既開発の基本スケジューリングエンジン[72，73]である。このエンジン

では，まずヒューリスティクスによりジョブの自由度に基づいて初期解を 1つ

作成し，その解をタブーサーチによって改善する。このタブーサーチにおいて

解を改善，すなわち暫定解の近傍集合を作成する際には，経験に基づいて作成

された複数のディスパッチングルールを，各ルールに設定された適用確率にし

たがってランダムに適用する。

しかし対象とする問題があまりに大規模であるため，基本スケジューリン

グエンジンのみでは計算速度が不十分である。そのため，基本スケジューリン

グ、エンジンに漸近探索方式および探索フェーズ分割方式を導入し，また，並列

スケジューリング、モジュールを導入することにより探索を高速化する。

また，スケジューリングエンジンではさまざまなパラメータが使用される。

その中でも，ルール適用確率は解の質に大きな影響を与え，また，探索フェー

ズを移行すべきタイミングは問題によって異なり，これらを人の手によって適

切に調整するには膨大な時間を要する。そこで，これらパラメータの自動調整

モジュールを導入する。

最後に，評価関数に取り入れることが困難な評価指標に関して専門家の要

求に応じて解を修正するために，ガントチャートで計画を確認しながら修正要

求を繰り返し入力可能な対話型解修正モジューノレを導入する。対話型解修正モ

ジュールにおいては，計画確認、と要求入力のためのインタフェース，および高

速に修正するための，タブーサーチのルール適用確率制御手法を提案する。

4.3.2 基本スケジューリングエンジン

基本スケジューリングエンジンでは，次に示す2つのステップにより解を作

成する [72，73]0 
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(1)ジョブ自由度分析に基づく初期解の作成

(2)確率的/レール適用方式を用いたタブーサーチによる解の改善

4ふ 2.1 ジョブ自由度分析に基づく初期解の作成

与えられたジョブのデータを分析し，初期解を高速に作成する。ジョブが計

画に割り当てられるとき，各ジョブはボトルネックとして計画全体に影響を及

ぼす。その影響の度合いをジョブの自由度と定義し，計画全体に与える影響が

小さいほど自由度が大きいとする。自由度は次の2つの要素からなる。

-必要処理工程数

ジョブによって必要処理工程は異なる。必要処理工程の多いジョブはそ

の分多くのラインを経由するため，計画全体に与える影響が大きい。

-稼動率

全ジョブの処理が割当ったと仮定した際，各ラインにおける全処理に必

要な時間を稼働時間と呼び，全ライン中で最も長い稼働時間に対する各

ラインの稼働時間の比率を“稼働率"と定義する。稼働率の大きいライン

は多くのジョブを処理しているので，そのラインの計画の変更は他のラ

インに大きな影響を与える。

ジョブzの必要処理工程数をLiJ ジョブzのl番目の工程がラインXlで処理

されるとし，ラインXlの稼働率をOx" 必要処理工程数の重みをW/l' 稼働

率の重みをWf2として，ジョブtの自由度を以下の式で定義する。

L 

ジョブzの自由度=一(W/lX Li + Wf2 X L Ox，) (4.2) 

4ふ 2.2 確率的ルール適用方式タブーサーチによる解の改善

タブーサーチを本問題へ適用する際には，評価関数に含まれる3種類の評価

項目に着目し，各評価項目それぞれについて改善が見込めるディスパッチング、

ルールを用意する。ルーノレによって，それを1回適用することによる評価値の

改善幅の期待値は異なる。そのため，近傍解を生成する際に全ルールを適用し
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た場合，特定のルールによって生成された解ばかりが新たな暫定解として選択

される可能性が大きい。つまり，特定の評価項目についてのみ改善され，他の

評価項目については改善されない，あるいは悪化した解になる。しかし，特定

の評価項目のみが極端な評価である解は，それ以降のタブーサーチにおいて改

善されにくかったり，専門家による評価が低かったりする傾向がある。

そこで，近傍集合を生成する際には，それらの中から確率的に選択した/レー

ルを暫定解に適用する。これにより， トレードオフの関係にある各評価項目を

全体的に改善する。

さらに，漸近探索タブーサーチ方式と探索フェーズ分割方式を導入し，得ら

れる解の評価と探索効率の改善を図る。

漸近探索タブーサーチ (4.1)式において，平均製造工期に関する項Tを減少

させるルールが適用されると，グループ切替回数に関する項Cが増加する場

合が多い。一方， Cを減少させるルーノレは評価値Vの改善効果が小さい。この

ため，Tが小さくかっCが大きくなると，それ以降Vが改善されにくくなる。

この問題に対し，Tを減少させるノレールの適用確率を小さくすることが考え

られる。しかし，その場合，Vの改善効果が小さいルーノレを多く適用すること

になるため，解を十分に改善できない可能性がある。

そこで，適用するルールを制限するのではなく，近傍集合から新たな暫定解

を選択する際に， Cが大きくなり過ぎる解を選択しないよう制限する。すなわ

ち，全ラインでのグ、ループ切替回数の増加がある関値7を超える解は選択しな

いようにする。短期的には評価値の優れた解をあえて選択しない場合が発生す

るが，長期的に見るとより優れた解を発見することから，この方式を漸近探索

タブーサーチと名付ける。

探索フェーズ分割方式 タブーサーチの序盤と終盤では，解の特徴が大きく異

なり，各ディスパッチングノレールによる解の改善の効果も異なってくる。そこ

で，タブーサーチによる探索を複数のフェーズに分割し，フェーズ毎にその探

索の進度に適したルールの適用確率を用いることにより，探索全体を通して効

率的な解の改善を可能にする。

探索フェーズ分割方式で与は，どのようなタイミングでフェーズを移行するか

が問題となる。初期解の評価値や最終的に得られる解の評価値は入力される
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ジョブデータによって異なるため，評価値の絶対値を探索フェーズ移行の基準

にすることはできない。そこで，同じ評価関数を用いていれば，評価値の改善

量の平均値は探索の進度によって似通った値になると仮定し，評価値改善量の

平均値および解の遷移の回数を探索フェーズ移行の基準とする。すなわち，第

qフェーズから第 (q+ 1)フェーズへの移行の基準として，評価値改善量の平

均値に対する関値M九，解の遷移の回数に対する関値I九を設定しておく。そ

して，第qフェーズ、においてタブーサーチの実行中，評価値改善量の移動平均

がMTqを下回り，かっそのフェーズ内での解の遷移回数がITqを超えたとき

に，第 (q+ 1)フェーズへと移行する。
MTqおよびITqの値は，第4.3.4節で述べるパラメータ自動調整モジュール

によって決定する。

4.3.3 並列スケジューリングモジュール

スケジューリングの高速化のために，並列スケジューリング、モジューノレを導

入し，複数の計算機で並列して計算を行う。第4.3.2.2節で述べたようにタブー

サーチは解の逐次改善を繰り返すという手法であるため，得られる解は初期解

によって異なる。そこで，異なる複数の初期解に対して並列にタブーサーチを

短期間実行することによって優れた解が存在する可能性が高い解空間の領域を

見きわめ，その後，その近辺を並列に探索する。

(4.2)式で示した従来のジョブ自由度に基づく初期解生成手法では， 1つし

か初期解を生成できなし、。そこで，ジョブ自由度の要素として納期余裕を導入

し，納期余裕を重視する度合いが異なる複数の初期解を生成する。納期余裕と

は，ジョブの納期までの時間から，そのジョブの必要処理工程全てに要する時

間を引いた時間である。ジョブzの納期余裕をDi'納期余裕の重みをWj3と

おき，新しいジョブ自由度を次式で定義する。

ムヮS+i
ジョブtの自由度=一(Wj1X Li + Wf2 X ) : OX，) + 一一~Wf3 X Di tf2S  

U=1-sf・.，-1，0，1，・・・ ，S) (4.3) 

3の値を(1-S)からSまで変化させることによって2S通りのジョブ自由度

を算出し，それぞれに基づいた初期解を生成する。
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本並列化方式では，複数のスレーブ計算機がそれぞれ異なる探索空間にお

いて解を探索することにより，広範囲な探索空間から優れた解を短時間で発見

する。ス レーブ計算機の増設・削減を容易に可能とするために，問題入力やス

レーブ間での解の比較などの通信は全て 1台のマスタ計算機を介して行う。マ

スタが問題データの入力を受けると，図 4.5に示すようにして解を探索する。

(1)マスタが式(4.3)により算出したジョブ自由度に基づいてスレープと同数

以上の初期解を作成し，各スレーブにそれぞれ異なる初期解を問題デー

タとともに送信

(2)各スレーブにおいて，マスタから受信した解を確率的ルール適用方式を

切量

:軍頭目 扇面 復扇自...
.・. . . . . . . . . . . . . . . . . . . -

ー・・・・・・・・1.................

. 

ハこ/ 公と多 タミラ

生ご と比較争

出力

(1)マスタが初期解を複数作成し

各スレーブlこ1つずつ送付

(2)各スレーブで並列にタブー

サーチを実行

(3)各スレーブの解の評価値を

比較して.最良解を全スレーブ

に送付

(4)所定の時間の間 (2)-(3)を

繰り返す

(5)最良解を出力

図 4.5:並列スケジューリングの概要
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用いたタブーサーチによって所定の回数E回改善した後，改善された解

の評価値をマスタに送信

(3) '7スタが全スレーブの解の中で最良の解を選択し，その解とそれが作成

されたときのタブーリストを，マスタが中継して全スレーブに送信

(4) (2)以降を所定の期間繰り返した後，最良の解を出力

2回目以降の (2)の実行においては，全てのスレーブが同じ解を新たな暫定

解として確率的ルール適用方式を用いたタブーサーチを行う。このとき，複数

のスレーブが同ーの解を作成したのでは効率が悪い。そこで，スレーブ毎にそ

れぞれ異なる擬似乱数系列を使用することにより，解の改善のために適用され

るルールがスレーブ毎に異なるようにし，探索を切り分ける。また，その解は

いずれかのスレーブAでタブーサーチによって作成された解であり，それが

作成されるまでにスレーブAが経た暫定解を他のスレーブが再度探索するの

は非効率的である。そこで，各スレーブはマスタから解と同時にその解が作成

されたときのタブーリストを受け取り，一時的にタブーリストのサイズをkEX

(> k)に拡大して格納する。タブーリストのサイズは，解の改善をkEX回繰り

返した後にkに戻す。ただし，kは通常時のサイズである。 kEXの値は，kEX  

回の解改善後の近傍集合にスレーブAが既に探索した解が含まれなくなるよ

うに設定する。

図4.6は，スレーブAが作成した解ztLをスレーブBの新たな暫定解とした
ときの探索の様子を表している。スレーブAとスレーブBでは使用する擬似

乱数系列が異なるので，作成する近傍集合もまたスレーブ聞で異なり，別々の

方向へと探索が進んでゆく。また，スレーブBのタブーリストを一時的に拡

大して解z品が作成される置前5個の暫定解(zt，d，zf，d，d)を格納したの
で，スレーブBが探索する空間はスレーブAが探索してきた経路から離れて

ゆく。こうして，スレーブAとスレーブBの探索空間が分けられる。

4ふ4 パラメータ自動調整モジュール

確率的ルール適用方式を用いたタブーサーチにおいて，各ルーノレの適用確率

は非常に重要なパラメータであり，解の質および計算時間に大きく影響する。
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図 4.6:探索の切り分け (k= 1， kEX = 5の場合)

それに加え，これらを手作業で調整するためには専門家の労力と膨大な時間

が必要である。また，探索のフェーズ、を移行する際に基準とすべきパラメータ

MTq， ITq (qはフェーズ、番号)の値は問題によって異なる。そこで，ルール

適用確率および探索のフェーズ、移行の基準値を自動調整するためのモジュール
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を開発する。

このモジュールは，サンプノレ問題としてラインおよびジョブのデータ，探索

のフェーズ分割数Fおよび各フェーズの境界となる探索の進度Prgq (1 ~ q ~ 

F-l)を入力とする。ここでいう探索の進度とは，初期解と最終的に得られ

る解との評価値の差を100として，初期解からどれだけ評価値が改善されたか

を0から 100までの数値で表したものである。これらのデータを入力すると，

基本スケジューリング、エンジンと連携してその問題を l図解き，フェーズ移行

の基準とするパラメータ値を決定する。さらに，その問題を角料、て各フェーズ

で、のノレール適用確率を調整することを繰り返し行い，適切な新しいルール適用

確率を決定する。

4ふ4.1 フェーズ移行の基準パラメータの調整方式

入力した問題に対し，全てのルールの適用確率が等しい状態においてフェー

ズに分割しないでタブーサーチを行い，評価値がどの程度まで改善されるか

確認する。このとき，解の遷移回数と各解の評価値を記録しておく。そして，

タブーサーチ終了後，その記録に基づいて各フェーズの境界となる探索の進度

Prgqに達した時点における次の3種類の値を求める。

・評価値:V九

・進度がPrgq-lから Prgqになるまでに要した解の遷移回数:ITq 

・直前10回の解の遷移における評価値改善量の平均値:M九

未知の問題に対する計画の作成においては，第4.3.2.2節で述べたようにITq

およびMTqをフェーズ、移行の基準として使用する。しかし，ルール適用確率

の調整にはこれと同じ問題を用いるので，その際にはより簡単にV九を使用

する。

4ふ4.2 ルール適用確率の調整方式

基本的には改善能力が高いルールの適用確率が大きくなるように調整する

が，中には他のルールの効果を高める形で間接的に解を改善するルールも存在

する。そのようなルールの適用確率が小さくなり過ぎると，解を直接改善する
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ノレールの効果が小さくなってしまう。そうならないようバランスよく調整する

のがルール適用確率の調整機能である。次に示す2つのステップを繰り返し，

最後に最も良い解が得られたときの適用確率を出力する。

(1)改善能力が高いルールの適用確率を大きくする

(2)問題を解いて解の評価値が改善されるか確認し，改善されていなければ

ランダムに選んだルールの適用確率を元に戻す

ただし，全てのフェーズでのノレール適用確率の調整を一度に通して行うと，

各フェーズでの開始時点での解が毎回変化するためにルールの効果の比較が平

等に行えず適切な調整結果が得られない可能性がある。そこで，前のフェーズ

の探索結果に影響を受けないようにするために，各フェーズ、の調整開始時の解

は毎回同じもの，すなわち，第4.3.4節においてフェーズ移行の基準パラメー

タを決定する際に求めた各フェーズ移行時の解を使用する。

ステップ(1)のアルゴリズムを説明する。ルールが全部でU個あり，ルール

γ(1壬rS. U)の調整前の適用確率を庄一改善能力の相対的な高さをPrと

する。まず，各ルールの改善能力を測定するために，基本スケジューリング、エ

ンジンによりルール適用確率Hr(1 S. r S. U)の下でサンプル問題を解いて

ルール毎に次に示す2つの値を測定する。そして，これら 2つの積を，平均値

0， -0以上6以下 (0くos. 1)の範囲に正規化した値をPr(1s.rs.U)とし，
(Hr + Pr)をルールγの新たな適用確率とすることを考える。 5は調整l回あ

たりの適用確率変化幅の最大値であり，あらかじめシステムに与えておく。

-ノレールTの適用 1回あたりの平均の評価値改善量

-ルールTの適用により評価値が改善された回数の割合

このとき，全てのルールについてoS. (Hr + Pr)三1でなければ適用確率と
して使用できない。そこで，次のように場合分けしてルールTの新たな適用確

率の候補H;を決定する。

• (Hs + Ps)く Oとなるルールsが存在する場合:

(町=0 (r = s) 
H~ =Hr+Pr一(Hs+ Ps)/(U -1) (1 S. rく S，S < r三U)
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• (Hs + Ps) > 1となるルールsが存在する場合.

(r = 8) 

(1 ::; rく 8，8く r三U)

-全てのルールについて0三(Hr+ Pr)三lである場合:

H; =ffト+Pr (1三r::; U) 

次に，ステップ(2)について説明する。ステップ(1)で計算したH;は直接的

に解を改善する能力が大きいルールほど大きな値になっているが，本節冒頭で

述べたように，間接的に解を改善するノレーノレの適用確率が小さくなり過ぎると

最終的に得られる解が改善されない。そこで，適用確率H;(1三γ三u)の

下で、サンプル問題を解いた結果と適用確率調整前の解を比較し，最終的な評価

値が改善した場合にのみH;を新たな適用確率として採用する。
評価値が悪化した場合，適用確率が小さくなり過ぎ、た/レールを短時間で特定

するのは困難であるため，各ルールについて 1/2 の確率で H~ = Hrとし，さ

らに Z乙lH~ = 1となるよう全ルーノレについてH;を一律に増減して，それら

を新たな適用確率として採用する。

4.3.5 対話型解修正モジュール

評価関数に取り入れることが困難な評価指標の存在のため，並列スケジュー

リング、モジュールによって作成した計画は，専門家が修正する必要がある。ガ

ントチャートで計画を確認しながら修正要求を繰り返し入力可能とするため

に，対話型解修正モジュールを開発する。

4.3.5.1 ユーザインタフェース

解修正モジュールは対話的なユーザインタフェースを持つ。図4.7に示すよ

うに，解修正モジュールのメイン画面にはタブーサーチによって作成した解で

あるグ、ループ計画のガントチャートをグラフイカルに表示する。また，ガント
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図 4.7:解修正モジュールのメイン画面

その解に含まれるジョブのIDや使用するラインのIDを

表示する。

ユーザによって特定のジョブが選択されると，そのジョブを含むグ、ループを

ガントチャート上で強調表示する。また，特定のラインが選択されると，その

ラインで処理するグループ。の一覧を表示し，そこからグループ。が選択される

と，そのグループの処理開始時刻 ・終了時亥1]，

チャートの右側には，

ク、、ルーフ。に含まれるジョブのID

ガントチャート上でそのグループρを強調表示する。ユーを表示する とと もに，

ザはこれらの機能によりクゃルーフ。やジョブの詳細な情報を容易に取得すること

ができ，解をどのように修正すべきか判断する材料にできる。

価算出ボタンが押されたら，図 4.8に示す評価 ・制限ダイアログを表示する。

評価 ・制限ダイアログの上段には，修正前の解における評価指標の値を一覧表

示する。評価指標には，評価関数の式に含まれる評価指標(平均製造工期，

ノレープ切替回数，ライン休止回数)だけでなく，評価関数に含まれない補助的

な評価指標も表示する。評価 ・制限ダイアログの下段には，解修正の要求とし

て，これらの評価指標に対し特定のラインや全体における最大値または最小値

の制限を入力可能とする。入力された制限値をファイルに保存したり，
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図 4.8解修正の要求の入力画面

ユーザが修正の要求を入力後メイルから制限値を読み込むことも可能である。

本モジュールは入力された要求を全てン画面に戻って再計画ボタンを押すと，

何度でも繰り返す満たす解を探索して表示する。修正要求の入力 ・再計画は，

ことができる。

解修正のアルゴリズム4.3.5.2 

解修正のアルゴ、リズムについて説明する。修正要求に用いられる各評価指標

それをタブーサーチによって改善するためのディスパッチングルール

基本スケジューリングエンジンと連携して要求を全
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て充足する解を探索する。

特定の評価指標を改善するためのルールはさまざまな特徴を持っており，他

のルールが改善しようとする評価指標に対して悪影響を与えてしまうルール

や， トレード、オフの関係にあるルーノレも存在する。そこで，ルールを効果的な

順番で適用するように，すなわち，目的外の評価指標に悪影響を及ぼすルール

を先に適用し，そのルールが目的とする評価指標が要求を満たした後はその

/レールをあまり適用しないように，ノレール適用確率を動的に変更する。

そのために，各ルールが目的外の評価指標に与える悪影響の範囲や大きさ

に基づいて，あらかじめルール毎に重みを設定しておく。重みは，そのルール

が目的とする評価指標についての要求を満たしている場合の値と満たしてい

ない場合の値を別々に設定する。そして，重みが大きいほど適用確率が大きく

なるよう，解修正時には基本スケジューリングエンジンで解の遷移が発生する

たびに解修正モジュールが要求の充足具合を確認して，次の近傍集合を作成

するための各ルールの適用確率Hr(1三γ::;;U)を式(4.4)によって決定し基

本スケジューリングエンジンに伝達する。ただし，要求iに対応するルールz

の，要求 Zが充足されているときの重みをW1i，充足されていないときの重み

をW2;，要求tが充足されているかどうかを表すフラグを仏(充足されてい

るとき Gi= 1，充足されていないとき G包=0) とする。

rr W1r x Gr + W2r x (1 -Gr) 
一一
HT-zL1(Wlt X Gτ+ W2i x (1 -Gi)) 

( 4.4) 

いずれかの要求tが満たされたとき，あるいは満たされなくなったとき，言十

算に使用されるルールtの重みがフラグG包によって切り替わるため，ルール

適用確率が動的に変化する。その様子を図4.9に示す。

図4.9のシステムには，要求1，要求2，要求3に対応するルール1，ルール

2，ルール3がそれぞれ用意されている。ルール1の適用は要求2や要求3に

関係する評価指標に対して大きな悪影響を与えるので，要求1を満足していな

い場合にはルール1を重点的に使用し，要求1を満足した後はルール1を使用

しないようにするために，ルール1の重みはW11= 0， W21 =∞に設定しで
ある。また，ルール2，ルール3は互いに影響を及ぼしあうため，対応する要

求を満足した後も適用確率がOとならないような重みの設定となっている。
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Jレールの重み設定
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図 4.9:ルール適用確率の動的変化

初めに，解0 に対して 3 つの要求 1~3 が入力されたとする。解 0 はどの要

求も満足していないので，ルール適用確率の決定に使用する重みは全て W2で

ある。その結果，ルール 1~3 の適用確率はそれぞれ H1 = ∞/∞= 1， H2 = 

12/∞= 0， H3 = 5/∞=0となり，要求1を満足する解1が作成される。要求
lを満足すると，ルール適用確率の決定に使用するルール1の重みがW11= 0 

に切り替わり，H1 = 0， H2 = 12/17， H3 = 5/17となる。さらに，要求2も

満足するとルーノレ2の重みもまた W22= 12から W12= 3に切り替わり，未

だ満足していない要求3に対応するルーノレ3の適用確率が高くなる。

4.4 評価実験

4.4.1 実験対象とパラメータ

提案した統合スケジューリングシステムを，グループ制約を持つ大規模な

J8Pに適用した。実験には，ジョブ数が約2000，生産ライン数が13の，複数

の問題を用いた。これらは実際の企業における典型的な生産計画問題であり，

その企業においては専門家が手作業により 8時聞かけて計画を作成している。

計算機は，マスタ計算機1台 (08:Windows 2000， CPU: Pentium IV 2.0GHz， 

MEMORY: 512 MB)とタイプ1のスレーブ計算機 (08:Windows 2000， CPU: 

Pentium IV 2.4GHz， MEMORY:512 MB)を複数，およびタイプ2のスレー
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ブ計算機(マスタ計算機と同スペック)を複数使用した。

(4.1)式で示した評価関数に合まれる重みは，専門家の経験に基づいてWT =

1， Wc = 5， WR = 1とした。また，提案手法において使用するパラメータに
は次のものがある。

-通常のタブーリストのサイズ:k

-ジョブ自由度を構成する各項目の重み:Wf!' Wf2， Wf3 

.初期解の数:2S 

-漸近探索タブーサーチにおけるグループ切り替え回数の増加に対する関

fl: '"Y 

-フェーズ分割数:F

-並列タブーサーチにおいて一時的に拡張されたときのタブーリストのサ

イズ:kEX 

-並列タブーサーチにおいてスレーブでの探索結果を集計するサイクル(解

の遷移回数): E 

タブーリストのサイズについては，直前の計画に戻ることを避けるだけで十

分な効果があり，反対に大き過ぎると遷移先が限定され過ぎてしまい悪影響が

出ることが分かっている。そのため，k = 1とする。初期解の数は，本実験で

使用する計算機は高々10台であるので，2S = 10とする。その他のパラメータ

については，以下のように実験によって決定した。

4.4.1.1 ジョブ自由度の各構成要素の重み

(4.3)式で示したジョブ自由度は，ジョブの必要処理工程数，ジョブが通

過するラインの稼働率の和，ジョブの納期の3項目から構成され，それぞれ

Wf!'防守2，Wj3という重みを持つ。従来の実験から，Wfj， Wf2については

Wf! = 1000， Wf2 = 100とした。 Wf3については，その{直を変化させて作成し
た初期解に対する並列タブーサーチを1時間行い，得られた解の評価値Vを比

較した。その結果，表4.1に示すように，Wf3 = 0.1のときに最良の解が得ら
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れた。なお，この並列タブーサーチで使用したパラメータは"1= 5， kEX  = 5， 

E=lOである。以上より，Wf1 = 1000， Hう2= 100， Wf3 = 0.1とする。

表 4.1:ジョブ自由度における納期の重みWf3と評価値Vの関係

4.4.1.2 

|Wf3 11 0.01 1 0.1 1 1 1 
|V 1113013 112218 112322 1 

漸近探索タブーサーチの闇値

漸近探索タブーサーチの有効性およびグ、ノレープ切り替え回数の増加に対する

関値7の適切な値を確認するために，"1の値を 1，3， 5， 7， 9，∞と変化させ

ながらそれぞれl台の計算機で5時間探索する実験を行い，得られた解の評価

値Vを比較した。その結果を表4.2に示す。ただし， "1 =∞は，グループ切

替回数の増加に対する制限を設けないことを表す。

"1=3のときに最良の評価値が得られている。また，探索時間1時間の場合

においても， γ=3のときに V= 13451， γ=∞のときにV= 14267であっ

た。このことから，漸近探索タブーサーチは有効であると言える。

以上の実験結果を踏まえ，以降の実験では"1=3とする。

表 4.2・単独でのタブーサーチにおけるパラメータ 7と評価値Vの関係

4.4.1.3 

1"1 11 0 1 3 1 5 1 7 1 9 1∞| 
|V 1116065 112081 113021 1四 70113504 113582 1 

探索フェーズ分割数

探索フェーズ分害IJの有効性および適切なフェーズ分割数Fを確認するために，

Fの値を1，2， 3としてタイプ1のスレーブ計算機3台による 1時間の並列タ

ブーサーチをそれぞれ20回ずつ行い，最終的に得られた解の評価値Vの平均

値と分散を比較した。ただし，第qフェーズから次のフェーズに移行する探索

の進度Prgqは，経験的にタブーサーチによる改善の傾向が変化しやすいポイ

ントとして，F=2のとき Prgl= 75， F = 3のとき Prgl= 60， Prg2 = 90と
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した。 F=1は，フェーズ分割を行わないことを表す。また，ルール適用確率

は手作業で調整した値を使用し，並列タブ、ーサーチのパラメータは，kEX  = 5， 

E = 10とした。その結果を表4.3に示す。

この結果から， 2つのフェーズに分割したときに，評価値の優れた解が安定

して作成されることが分かる。したがって，以降の実験ではF=2とする。

表 4.3:フェーズ分割数Fと評価値Vの関係

11 vの平均値Ivの分散|
F= 1 10981 58763 

F=2 10697 26413 

F=3 10939 49660 

4.4.1.4 並列タブーサーチのパラメータ

まず，マスタが全スレーブの探索結果を集計するサイクルをE= 10とし，
スレーブがマスタから解を受信した直後のタブーリストのサイズkEXの値を変

化させながら，1時間の並列タブーサーチを行った。その結果，表4.4に示すよ

うに，kEX = 5のときに最良の解が得られた。

とする。

したがって，以降ではkEX= 5 

次に，Eの値を変化させながら， 1時間の並列タブーサーチを行った。その

結果，表4.5に示すように，E=lOのときに最良の解を得られた。以上の結

果から，以降の実験ではkEX= 5， E = 10とする。

表 4.4:パラメータ kEXと評価値Vの関係

|kEX  11 1 1 5 1 10 1 
|V 1112511 112218 1126371 

表 4.5パラメータ Eと評価値Vの関係

|E 11 5 1 10 15 1 
|V 1112683 112218 112589 1 
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4.4.2 並列タブーサーチモジュールの評価

4.4.2.1 並列タブーサーチの有効性評価

並列タブーサーチの効率を確認するために，タイプlのスレーブ計算機3台

による並列タブーサーチを行った場合と，同じ計算機3台で解を交換せず独立

にタブーサーチを行った場合で、の解の評価値Vを比較する実験を行った。使

用する擬似乱数系列を変えて3回実験を行った結果を表4.6に示す。

並列タブーサーチによる解は，各スレーブが独立にタブーサーチを行ったと

きの最良解よりも優れている。別のジョブデータに対する実験でも同様の結果

となり，並列タブーサーチの優位性が確認できた。

表 4.6:並列タブーサーチと単独でのタブーサーチの解の評価値

771門戸l
乱数系列1のときのV 13436 13774 14776 12218 

乱数系列2のときのV 13961 13523 14628 12990 

乱数系列3のときのV 12826 13589 14819 12200 

4.4.2.2 スレーブの台数による並列化効果の変化

スレーブ計算機の数に対して， 1時間で得られる解の評価値および専門家に

よる手作業と比べて評価比較95%の解を得られるまでの時聞がどのように変

化するのか検証した。評価比較(%)は次式で定義される。

，((提案手法による解の評価値)¥
(評価比較)=100/l l 

I ¥ (専門家による解の評価値)} 

この実験の結果をそれぞれ図4.10，図4.11に示す。ただし，スレーブ計算機に

はスペックの異なる2種類のタイプがあるが，高性能なタイプ1の計算機(最

大3台)を優先して使用している。

図4.10，図4.11より，スレーブの台数増加による探索効率の向上のしかた

は線形ではなく，スレーブ5台でほぼ頭打ちになることが分かる。提案手法に

おいてはスレーブは5台程度で十分であると言える。
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図4.11 スレーブの台数と探索所要時間の関係

4.4.3 パラメータ自動調整モジュールの評価

提案したパラメータ調整手法を3種類のサンプ/レデータに適用した。表4.7

に，パラメータ調整を進める過程における評価値の平均の変化を示す。また，

図4.12に，各ルールの適用確率の変化を示す。なお，適用確率の自動調整にお

いてはo= 0.05とした。このときに要した時間は18時間であり， 6回目の調整

で得られたパラメータを使用したときに最良の評価値となる解が作成された。

次に，自動調整したルール適用確率を使用する場合と，手作業で50時間かけ

て調整したルール適用確率を使用する場合について，作成される解の評価値を

比較した。調整に使用したのとは別のジョブデータ 2種類に対して並列タブー
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表 4.7:自動調整による評価値の変化

|調整回数|評価値の平均l調整回数|評価値の平均|
1 12619 6 11919 

2 12457 7 12156 

3 12103 8 12014 

4 12276 9 12340 

5 12042 
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図 4.12:各ルールの適用確率の変化

表 4.8:ルール適用確率の調整方法による評価値の変化

データ 1 データ 2

評価値の平均 分散 評価値の平均 分散

手作業 10097 50788 13464 79176 

提案手法 10128 48468 13013 103400 
」

サーチを20回行ったときの，解の評価値の平均と分散を表4.8に示す。

表4.8から，提案手法により，手作業で調整したルール適用確率を用いた場

合と同等の評価値となる解を作成できることが分かる。ルール適用確率を調整
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するのに要する時間が手作業では50時間程度であるのに対して提案手法では

18時間であり， 提案手法が有効であると確認できた。

一方，データ 2においては，提案手法によるルール適用確率を用いた場合に

は手作業の場合と比較して評価値の分散が30%以上大きくなっており， 問題に

よっては評価値の優れた解を安定して得られない場合があることがわかった。

4.4.4 解修正モジュールの評価

入力された要求に応じて解を修正するのに要する計算時間について実験を

行った。要求を充足する解を探索する際にルール適用確率を固定した場合と提

案手法を適用した場合の，要求が充足されるのに要した時間の比較を図4.13に

示す。横軸は同時に入力した要求の数，縦軸はそれらを全て充足する解が作成

された時間である。各同時入力数につき，複数のラインに対する要求群(要求

群1)，同一のラインに対する要求群(要求群2) を用いたところ，全ての場合

において提案手法のほうが短時間で修正を終了した。特に，ルール適用確率を

固定した場合には要求の同時入力数が増えると指数関数的に計算時聞が増加す

るのに対して，提案手法の計算時間の増加はリニアで、ある。提案手法では5つ

の要求を同時に入力した場合でも 20分程度でそれらを満たす解を作成できて

おり，対話的な解修正を 1時間に複数回繰り返すことが可能であることが確認
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できた。

また，専門家が望むような計画を提案手法により 1時間で作成可能である

か確認するための実験を行った。修正対象とした計画は，図4.7において提案

ツールのメイン画面に表示している計画である。この計画の，修正対象となる

各評価指標の値を表4.9に示す。

図4.7を見ると，ラインc(上から3行目)やラインH (下から6行目)な
どに割り当てられた処理は塊が分散しているなど，計画を実行する上で問題と

なる点がいくつか見て取れる。この解に対し，次に示す要求群X，Y， Zを順

次入力して修正した。

・要求群X

ーラインF，G， Jの連続処理時間を，それぞれ10時間以上に

ーラインCの休止回数を1以下に

ーラインHの休止回数を3以下に

ラインKの休止回数を2以下に

表 4.9:修正前の解の各評価指標

|ライン名 11切替回数|休止回数|グループ数|稼働率|

A 24 。 28 0.997 

B 27 3 34 0.861 

C 11 2 19 0.781 

D 25 3 26 0.512 

E 16 1 20 0.477 

F 15 2 29 0.605 

G 146 3 150 0.580 

H 40 8 51 0.619 

I 45 3 49 0.296 

J 26 6 26 0.309 

K 9 4 14 0.377 

L 9 2 9 0.231 

M 2 1 2 0.339 
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-要求群Y

ー ラインBの切替回数を 25以下に

ー ラインBの稼働率を0.9以上に

ー ラインHのグループ数を 50以下に

ーラインHの稼働率を 0.7以上に

-要求群Z

ー ラインBの休止回数を 1以下に

ー ラインEの稼働率を 0.8以上に

ー ラインIの稼働率を 0.7以上に

ー ラインLの切替回数を5以下に

各要求群を満足させるのに要した時間は，それぞれ約 12分，約21分，約 15

分であり，合計48分という実用的な時間で修正を終えることができた。修正後

の解を図4.14に，また，その解の各評価指標の値を表4.10に，それぞれ示す。

[‘凱州'J.H';.-リノq 一 雨同

竺竺JI~JI 間百.. 1. i'itt竺Jサイズ同 :.:.J I'i'fI竺J
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^ r~ーっ;: i一一一「一一一
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K 
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M 

斗j

図 4.14:修正後の解
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表 4.10:修正後の解の各評価指標

|ライン名 11切替回数|休止回数|グループ数|稼働率|

A 23 。 27 0.997 

B 24 1 36 。目967
C 7 O 17 0.739 

D 32 1 33 0.576 

E 16 1 36 0.818 

F 17 2 28 0.578 

G 137 2 164 0.667 

H 34 2 48 0.747 I 

32 1 47 0.776 

J 20 2 23 0.363 

K 12 。 16 0.435 

L 4 。 6 0.258 

M 2 。 4 0.690 

修正の前後で各評価指標を比較すると，グ、ループ数のみ合計457から485に

増加しているが，切替回数の合計が395回から360回に，休止回数が合計38回

から 12回に，稼働率が平均0.537から0.662に，軒並み改善されている。視覚

的にもグループの処理が連続して行われており，各ラインにわたってまとまっ

た計画となっており，良い計画であると言える。

4.5 結言

本章では，グループ制約付き大規模JSPを対象として，ジョブ数約2000の

問題において2時間以内に専門家が満足する計画を得ることを目標に，確率的

ノレール適用方式による統合タブーサーチシステムを提案した。

まず，従来の確率的ルール適用方式によるタブーサーチを高速化するために，

漸近探索方式およひや探索フェーズ分割方式を導入し，さらに，複数の計算機を

用いる並列化手法を提案した。また，これらの探索手法に用いるパラメータの
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自動調整手法を提案した。これらの提案手法により，手作業の場合と比較して

パラメータ調整に要する時間を50時聞から 18時間に短縮でき，また，評価比

較95%以上の計画を40分強で作成できた。

そして，評価関数に取り入れることが困難な評価指標に対して計画を改善す

るための対話型解修正手法を提案した。並列タブーサーチによって得られた評

価比較95%の計画を本手法によって修正することにより， 50分程度で希望通

りの計画を作成できた。これにより，提案システムを用いて専門家と同等の計

画を2時間以内に作成可能であることが確認できた。

今後の課題として，ユーザが対話型解修正に時間をかけられるよう，専門家

と同等の評価値となる計画の探索時間を短縮することが挙げられる。そのた

めの手段としては，グループ決定に関わる並列タブーサーチの初期解作成手

法を改良したり，評価値の優れた計画を安定して得られるようにルール適用確

率の調整手法を改良することが考えられる。また，対話型解修正手法におい

て，ルール適用確率を計算するための各ルールの重みの調整を自動化し，効率

化・最適化することが望まれる。それから，実際のユーザにヒアリングを行い，

ユーザ、インタフェースを改善することも今後の課題である。
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第5章

結論

5.1 本研究のまとめ

本論文では，サプライチェーン (SC)のそれぞれの粒度において効率化を

支援することを目的とし SC全体を対象としたモデリングシミュレーション

ツーノレ，隣接する2つの企業間で行われる受発注の交渉を自動化するシステム，

および， 1つの企業内における生産計画問題の代表であるジョブショップ問題

(JSP)を対象としたスケジューリングシステムについて論じた。 SC全体のそ

デリング・シミュレーションツールにおいては， SCを機能毎に部分モデ、ノレに

分割して定義する方式を提案した。自動交渉システムにおいては，問題を制約

充足問題としてモデル化し，交渉相手の条件に違反しにくい交渉案を作成して

提案しあう方式を提案した。スケジューリングシステムにおいては，従来手法

を並列化して高速化する方式，探索パラメータを自動的に調整する方式，対話

的に解を修正する方式をそれぞれ提案した。本論文ではこれらの研究成果を以

下の4章に分けて述べた。

第1章では， SCの概略と SC効率化の現状について説明した後， SC全体の

モデル化・評価，受発注時に行われる交渉， JSPの解法のそれぞれについて関

連研究を検討し本研究での方針を明らかにした。

第2章では， SC全体のシミュレーションを目的としたモデ、ル定義およびそ

の変更を効率的に行うための手法について論じた。シミュレーションの目的が

SCの改善であることを考慮して， SCモデルは機能毎に分割して現実に変更し

やすい機能を司る部分モデ、ルほど上位となるように階層化し，また，ノードと

89 



アークにより各部分モデ、/レを簡潔に記述可能とした。提案手法を実装して実験

を行い，モデ、ル定義に要する時聞が汎用ツールの3.6%，シミュレーション結

果の実データとの誤差が0.274%であるなど，提案手法の有効性を示した。

第3章では，受発注E寺に行われる交渉を計算機同士で自動的に行うための手

法について論じた。各交渉者が複数の合意の条件を持つ制約充足問題として

問題をモデル化し，互いに相手の合意の条件が不明という前提の下，相手が作

成した交渉案を自分の条件を満たすよう修正することを繰り返すことにより，

両者の条件を同時に満たす合意案を探索する手法を提案した。交渉案の修正時

には知識を用いることにより，相手の条件に違反しにくい交渉案を作成可能と

した。机上の実験により提案手法を用いて合意案を発見可能であることを確認

し，考察を行った。

第4章では，グ、ループ制約を持つ大規模JSPを対象に，専門家が満足する

解を高速に作成するための手法について論じた。従来の確率的ルール適用型タ

ブーサーチ手法に漸近探索方式と探索フェーズ分割方式を導入し，また，探索

に用いるパラメータを自動調整する手法を提案した。さらに，探索を複数の計

算機で並列化することにより，従来の半分の時間で専門家との評価比較95%の

解を導出可能とした。また，評価関数化が困難な評価指標について対話的に解

を修正する手法を提案し，ガントチャート表示と修正要求入力のインタフェー

スを持つ統合スケジューリングシステムを実装した。実験により，提案システ

ムによって2時間以内に専門家が満足する解を作成可能であることを確認した。

5.2 今後の研究課題

SCにおいては効率化だけでなく製品を安定して供給することも重要であり，

事故や災害などの環境変化に柔軟に対応しながら生産・配送を行うことが必要

である。そのような目的のSCMシステムとして著者らは，生産現場における

環境変化に対応するために，アトラクター選択を用いたリアルタイム生産スケ

ジューリング方式[86，87]や環境変化発生時に実行する生産計画をあらかじめ

作成してRF-ID (Radio Frequency Identification)タグ[88，89]に格納し部品

に添付するロバスト生産スケジューリング方式[90]，また，一部の道路・倉庫

などが事故や災害により使用できなくなった際に柔軟に配送を行うために，製

品に添付したRF-IDタグの情報と倉庫ー倉庫間・倉庫物流拠点間の情報交換
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に基づき各倉庫が自律的に配送計画を作成するシステム [91]の構想、を提案して

いる。これらはまだプロトタイプの段階であるので，実用化するためにより現

実的な条件での評価実験を行い，検討・改良を重ねてゆく必要がある。

また，無線通信機能を持つ複数のセンサをマルチホップアドホックネット

ワーク化した無線センサネットワーク [92，93]を工場や輸送用車両，倉庫など

に構築し，生産現場での機械故障などを未然に発見したり [94]，輸送中・保管

中の製品をモニタリングして品質劣化を早期に発見し代品を手配することを可

能とするシステムが考えられる。このように，近年目覚しく発達してきている

小型の無線情報機器を活用すればSCのサービスレベル向上や低コスト化が期

待でき，新しいSCMモデルを構築することが今後の課題である。

91 



謝辞

本研究の全過程を通じて，終始懇切丁寧なるご指導とご鞭縫，格別のご配慮を

賜わりました大阪大学大学院情報科学研究科マルチメディア工学専攻薦問憲

久教授に深く感謝申し上げます。

学部，大学院博士前期課程ならびに後期課程において，情報工学全般に関し

て親切なるご指導とご助言を賜わるとともに，本研究をまとめるにあたり，貴

重なお時間を劃いて頂き，丁寧なるご教示を賜わりました大阪大学大学院情報

科学研究科マルチメディア工学専攻西尾章治郎教授，岸野文郎教授に深く感

謝申し上げます。

本研究の遂行ならびに本研究をまとめるにあたり，直属の指導者として研究

の問題点や改良点をご指導頂き，数々のご支援を賜りました大阪大学大学院

情報科学研究科マルチメディア工学専攻一階良知助手(現(株)i-seifu教育

関係事業部長，兼， (学)清風明育社新規校準備室長)に心よりお礼申し上げ

ます。

本研究の遂行ならびに本論文執筆にあたり，貴重なご助言，ご指導を頂きま

した大阪大学大学院情報科学研究科マルチメディア工学専攻大川剛直助教授

(現神戸大学大学院自然科学研究科情報・電子科学専攻教授)，秋吉政徳准教

授に，心よりお礼申し上げます。

学部，大学院博士前期課程ならびに大学院博士後期課程において，情報工学

全般に関して親切なるご指導とご助言を賜りました大阪大学大学院情報科学研

究科マルチメディア工学専攻藤原融教授，サイバーメディアセンター下僚真

司教授(現(独)情報通信研究機構)，情報ネットワーク学専攻村上孝三教授，

情報システム工学専攻白川功名誉教授(現兵庫県立大学大学院応用情報科学

研究科長)，尾上孝雄教授，藤岡弘名誉教授(現福井工業大学教授)，中前幸

治教授，バイオ情報工学専攻赤津堅造名誉教授(現大阪工業大学教授)に深

く感謝申し上げます。

本論文の執筆にあたり，勤務時間中に執筆することを快諾してくださり，ま

93 



た，公聴会等に参加するためにご助力を頂きました，松江工業高等専門学校情

報工学科福岡久雄教授，原元司准教授，事務部総務課長源憲治氏に，心より

お礼申し上げます。

本研究を進める上で多大なるご支援を頂いた(独)日本学術振興会，ならび

に文部科学省21世紀COEプログラムに深く感謝申し上げます。

また，第2章の研究に関して，著者が取り組む以前に研究の基礎を築かれ，ま

た，共同研究者としてご助カを頂きましたEindhovenU niversity of Technology 

のJan Goossenaerts氏，薦問研究室の卒業生である園田哲也氏(現新キャタ

ピラ一三菱(株)) ，北川智之氏(現ソニー(株))に深く感謝申し上げます。

第3章の研究に関して，著者が取り組む以前に研究の基礎を築かれ，また，共

同研究者としてご助カを頂きました薦図研究室の卒業生である長谷川努氏(現

関西電力(株))に深く感謝申し上げます。第4章の研究に関して，グループ制

約を持つ大規模ジョブショップ問題に関する多くの資料を快くご提供下さり，

度重なる質問にも丁寧にご回答頂き，専門家としての立場からさまざまなご指

導，ご助言を頂きました新日鉄ソリューションズ(株)関西支社池田秀夫氏，

長尾佳祐氏，演本英宜氏，堀内邦義氏，滝井大士氏，今井聡氏に深く感謝申し

上げます。また，著者が取り組む以前に研究の基礎を築かれました薦田研究室

の卒業生である石原杏平氏(現パナソニック(株)) ，共同研究者としてご助

力を頂きました大前寿敏氏(現三洋電機(株)) ，川村伸幸氏(現シャープ

(株)) ，河北陽平氏(現NECシステムテクノロジー(株)) ，田村慎吾氏(現

関西電力(株)) ，都子賢志氏(現 (株)目立システムアンドサービス)に深

く感謝致します。

同期生として研究室配属から現在に至るまで，研究の進捗においてはさまざ

まなご助力を下さり，研究以外におきましでも親交を頂きました薦田研究室の

卒業生である兼田佳和博士(現 (株)日立製作所)に，心よりお礼申し上げ

ます。

研究の日々を通じて様々なご支援を頂いた，秘書の八川三保子氏，杉江真樹

氏，中村浩子氏，堀田貴子氏，田端理恵氏および薦田研究室の方々に，深く感

謝致します。

最後に，学生時代を通じて温かい支援と叱略激励をいただいた両親，祖父母，

姉弟，研究の合間の息抜きに快く付き合ってくれた友人に深く感謝の意を表し

ます。

94 



参考文献

[1] W. C. Copacino・“SupplyChαin Manα.gement: The Basics and Beyondぺ
The St. Lucie Press (1997). 

[2]同期ERP研究所(編):“ERP/サプライチェーン成功の法則ヘ工業調査

会 (1998).

[3]松原恭司郎(編):“キーワードでわかる SCM'E即事典"日刊工業新

聞社 (1999)

[4]ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス編集部(編):“サプライチェーン

理論と戦略ヘダイヤモンド社 (1998).

[5] SCM研究会(編):“サプライチェーン・マネジメントがわかる本ぺ日本

能率マネジメントセンター (1998).

[6]井上春樹:“実線サプライチェーン経営革命ぺ日地出版 (1999).

[7] H. 1. Lee and C. Billington:“Ma回 gingSupply Chain Inventory: Pitfalls 

and Opportu出 iesぺSloanManagement Revi叫 Vol.33， pp. 65ー73(1992). 

[8] D. Simchi-Levi， P. Kaminsky， and E. Simchi-Levi:“Designαnd M，αnagzng 

the Supply Chαin - Concepts， Strategies，αnd Cαce Studies"， McGraw-

Hill Higher Education (1999). 

[9]日経BP社(編):“特集1サプライチェーン革命"日経情報ストラテジー，

Vol. 1998/08， pp. 8-37，日経BP社 (1998).

[10]日経BP社(編):“続々と成果を上げるサプライチェーン管理ヘ日経情

報ストラテジー， Vol. 1999/02， pp. 186-191，日経BP社 (1999).

95 



[11]日経BP社(編):“特集1徹底検証、サプライチェーンの力学"，日経情

報ストラテジー， Vol. 1999/10， pp. 20-32，日経BP社 (1999).

[12]杉浦司:“よくわかる ITマネジメントペ日本実業出版社 (2000).

[13]角井亮一:“よくわかる IT物流ヘ日本実業出版社 (2001).

[14]薦田憲久，大川剛直:“システムのモデリングとシミュレーションヘ計測

自動制御学会 (1995).

[15]一階良知，薦田憲久・“サプライチェーンのシミュレーションツールペシ

ステム/制御/情報， No.46， No目 10，pp. 601-606 (2002). 

[16]園川隆夫?黒田充，福田好朗・“生産管理の事典ぺ朝倉書底 (1999).

[1η 杉山成正(編・著):“~SAP R/3~ ERPによるSCMシステム構築技法ぺ

ソフトリサーチセンター (2000).

[18]中村実，正田耕一(編・著):“MES入門ぺ工業調査会 (2000)

[19]中嶋洋介:“交渉カペ講談社 (2000)

[20]鈴木光男.“ゲーム理論入門ぺ共立出版 (1981).

[21]武藤滋夫.“ゲーム理論入門ぺ日本経済新聞社 (2001).

[22] A. Rubinstein: "Perfect Equilibrium in a Bargaining ModelぺEconomiω，
Vol. 50， pp. 97-109 (1982). 

[23] A. Rubinstein:“A Bargaining Model with Incomplete Information about 

Time Preferer悶 SぺEconomica，Vol. 53， pp. 1151-1172 (1985). 

[24] M. Bichler: “ ARoa吋dm乱叩ptωoAu凹ctio叩n山 aω蹴s尉e吋dNe句go叫州ti泊a剖叫tio∞nP恥roωtoc∞olsfiおorE凹le伐c-

tronic Commerce" ， in Proc. of the 33rd Hα凹αiiInternαtionα1 Conference 

on System Sciences (in CD-ROM) (2000). 

[25] S. Napel: “B伽 ter，αIBαγgαining: Theoryαnd Applicαt叩 nsぺSpringer
(2002). 

96 



[26] H. Fisher and G. L. Thompson:“Probabilistic Learni時 Combinations

of Local Job-Shop Scheduling Rules"， Indust門α1Scheduling， pp. 225-251 

(1963). 

[27] S. Lawrence: “Reθ仰8印ourcαeCωOη附straαin附edPr，叩0)〆ectS，氏'ch仇ed伽ul仇t仇ng炉:α肌叫Ex勿:pen門g問7打附7

1m削v肥Jestiψgαωt叩n0ザ'fHe印匂T門附2ω凶sticS cheduli吋 Techniques (Supplement)ぺGrad-
uate School of Industrial Administration， Carnegie-Mellon University 

(1984) 

[28] J. Adamus， E. Balas， and D. Zawack: "The Shifti時 BottleneckProcedure 

for Job Shop SchedulingぺMαηαgementScience， Vol. 34， pp. 391-401 
(1988). 

[29] D. Applegate and W. Cook: "A Computational Study of the Job-Shop 

Scheduling InstanceぺORSAJournα1 on Computing， Vol. 3， pp. 149-156 
(1991). 

[30] R. H. Storer， S. D. Wu， and R. Vaccari:“New Search Spaces for Seq聞 lC-

ing Instances with Application to Job Shop Scheduling"， Mαnαgement 

Science， Vol. 38， pp. 1495-1509 (1992). 

[31] T. Yamada and R. Nakano:“A Genetic Algor凶 mApplicable to Large-

Scale Job-Shop Instar問日"， in R. Manner and B. Manderick (edsぷ“Pαr-

allelInstαnce Solving from Nαture 2ぺNorth【Holland，pp. 281-290 (1992). 

[32] M. A. A. P. Verwijmeren: “ Netれ如t世I即 T伐kedInη削Z町 ntωor旬yM，α肌7ηBα仰ge仰T作附y

tr付ibt匂tt巾tedObject Te白chn仰01おogy"，Kon叫山i出l均i討jkeKPN NV， KPN Research (1998). 

[33] D. J. Bowersox and D. J. Closs:“Logistical Mαnagement The Integrated 

Supply Chαin Process"， McGraw-Hill (1996). 

[34] H. L. Lee and C. Billington:“Material Management In Decentralized 

Supply ChainsヘOperationsRese，αrch， Vol. 41， No. 5， pp. 835-847 (1993) 

[35] H. M. H. Hegge:“A Generic Bill-oιMater凶 ProcessorU sing Indirect 

Identification of Products" ， Production PIαnning f1 Control， Vol. 3， No. 3， 

pp. 336-342 (1992). 

97 



[36]“ExSpecT - Executable Specification Tool'¥http://www.exspect.com/. 

[問3判可 K.M.V.H臨1長e舵e下:ゾι“‘7宙加In目ゆ1

Cambridge University Press (1994). 

[38]“Oracle Advanced Supply Chain Planning" ， 

http:j jwww.oracle.comjlangfjpjapplicationsjplanningjSCMP.html 

[39] C. E. Lindblom and E. J. Woodhouse:“The Policy-M，αking Process (Third 

Edition)"， Prentice Hall (1993). 

[40] B. R由enstein-Montanoand R. Malaga:“A Co-Evolutionary Approach to 

Strategy Design for Decision Makers in Complex Negotiation Situations"， 

in Proc. of the 33rd Haωαii Internαtionα1 Conference on System Sciences 

(in CD-ROM) (2000). 

[41]坂和正敏:“非線形システムの最適化ぺ森北出版 (1986).

[42]近藤次郎:“オベレーションズ・リサーチ入門一計画・管理・運用の技術

(NHKブックス)ヘ日本放送出版協会 (1978).

[43]近藤次郎.“オペレーションズ・リサーチペ岩波書庖 (1987).

[44]森雅夫他:“オペレーションズリサーチIヘ朝倉書庄 (1991).

[45]今野浩，鈴木久敏:“整数計画法と組み合せ最適化ヘ日科技連 (1982).

[46]茨木俊秀:“組み合せ最適化 分枝限定法を中心としてぺ産業図書(1983).

[47] R. E. Bellman:“Bounds for the Traveling Salesman ProblemヘOperations
R白伺rch，Vol. 20， pp. 1044-1056 (1972). 

[48] R. E. Bellman (著)，小田中敏男(訳):“ダイナミックプログラミング'¥

東京図書 (1973).

[49] R. E. Bellman and S. E. Dreyfus (著)，小田中敏男，有水彊(訳):“応

用ダイナミックプログラミングペ日科技連(1962).

[50] R. J. White:“Dynαmic Programming" ， Oliver and Boyd and Holden-Day 

(1969). 

98 



[51] S. E. Dreyfus and A. M. Law:“The Art and Theory of Dynamic Pro-

gramming"， Academic Press (1977). 

[52]電気学会GA等組み合せ最適化手法応用調査専門委員会編・“遺伝アルゴ

リズムとニューラルネットペコロナ社 (1998).

[53]茨木俊秀:“離散最適化法とアルゴリズムヘ岩波書底 (1993).

[54]田口雄章，玄光男，井田憲一:“遺伝的アルゴ、リズムによる多目的整数計画

問題のー解法ぺ電子情報通信学会論文誌 (A)， Vol. 79-A， No目6，pp. 1221-

1223 (1993). 

[55] J. H. Holland:“Adaptation in N at匂ralαndArtificial Systems"， The Uni-

versity of Michigan Press (1975). 

[56] D. E. Goldberg:“Genetic Algo同thmsin Seαrch， Optimization and Ma-

chine Leαrning"， Addison-Wesley (1989). 

[57] :森正勝，玉置久，荒木光彦・“多目的最適化問題に対する遺伝的アルゴリズム

の一構成法ぺ第38回システム制御情報学会研究発表講演予稿集， pp目 341-

342 (1994). 

[58] M. La時 u回 andF. Glover:“Integrating Target Analysis and Tabu Search 

for Improved Scheduling Systems"， Expert Systems with Applications， 

Vol. 6， pp. 287-297 (1993). 

[59] M. Gendreau， P. Soriano， and L. Salvail:“Solving the Maximum Clique 

Problem Using a Tabu Search ApproachぺAnnαlsof Operations Reseαrch， 
Vol. 41， pp. 385-403 (1993). 

[60] F. Glover， E 百illard，and D. de Werra:“A User's Guide to Tabu Searchヘ
Annals of Operations Reseαrch， Vol. 41， pp. 3-28 (1993). 

[61] M. Pinedo:“Scheduling Theory， Algorithms， and systemsヘPrenticeHall 
(1995). 

[62] P. Brucker:“Scheduling Algorithms， Third Edit附 j"，Springer (2001). 

99 



[63] P. V. Bael， D. Devogel田 re，and M. Rijckaert: "The Job Shop Solved with 

Simple， Basic Evolutionary Search Elements"， in Proc. of the Genetic 

αnd Evol山 onaryCompωαt叩nConference 1999 (GECC099)， pp. 665 

669 (1999). 

[64] D. C. Mattfeld:“Scalable Search for Scheduling ProblemsぺinProc. of the 
Genetic αnd Evol凶 onαryComputαtion Coη~ference 1999 (GECC099)， 

pp. 1616-1621 (1999) 

[65] P. V. Bael， D. Devogelaere， and M. Rijckaert:“A Steady-State Evolution-

ary Algorithm for the Job Shop ProblemヘinProc. of the Genetic and 
Evolutionary Computation Conference 2000 (GECC02000)， pp. 981-986 

(2000) 

[66] 1. Ono， Y. Nagata， and S. Kobayashi:“A Genetic Algorithm Taking Ac 

count of Characteristics Preservation for Job Shop Scheduling Problems" ， 

in Proc. of the Internαtionα1 Conference on Intelligent Autonomous Sys 

tem 5 (lAS-5)， pp. 711-718 (2000). 

[67] J. Sakuma and S. Kobayashi:“Extrapolation・DirectedCrossover for Job-

Shop Scheduling Problems: Complementary Combination with JOX"， 

in Proc. of the Genetic αnd EvolutionαT百ComputαtionConference 2000 

(GECC02000)， pp. 973-980 (2000). 

[68]池田心，小林重信・“生得分離モデ、ルを用いたGAとJSPへの適用ぺ人工

知能学会論文誌， Vol. 17， No. 5A， pp. 530-538 (2002) 

[69]一階良知，笹井嵩司，大川剛直，薦回憲久:“害IJ当ノレーノレ交換可能型最適計

画システムペ電気学会論文誌C(電子・情報・システム部門誌)， Vol. 114， 

No目 10，pp. 1046-1051 (1994) 

[70] J. W. Barnes and J. B. Chambers: “Solving the Job Shop Schedul-

ing Problem with Tabu Search"う llE1'ransαctions， Vol. 27， pp. 257-263 

(1995) 

100 



[71J G. Feitelson and 1. R吋 olph:“Job8cheduling 8trategies for Parallel Pro司

cessing" ， in Proc. of IEEE InternαtionαIPαrallelαnd Distributed Process-

ing Sympos問問 2000ρPDPS 2000) Workshop， pp. 1-17 (2000). 

[72J大前寿敏，石原杏平，一階良知，堀内邦義，演本英宣:“グループ制約付き大

規模ジョブ、ショップ問題におけるジョブ自由度分析及びタブーサーチによ

る高速立案方式ぺ平成15年電気学会電子情報システム部門大会， G817-3， 

pp. 1068-1073 (2003). 

[73J H. Ohmae， K. 1st曲ara，Y. 1kkai， K. Hori吋lI， and H. Hamamoto:“A 

High 8peed 8cheduling Method by Analyzing Job Flexibility and taboo 

8earch for A Large-8cale Job 8hop Problem with Group Constraints"， 

in Proc. of 9th IEEE Internαtional Conference on Emerging Technologies 

αnd Factory Automαtion (ETFA03)， Vol. 2， pp. 227-232 (2003). 

[74J岡宏憲3一階良知，薦田憲久:“機能別モデリングによるサプライチェーン

シミュレーション方式の流通事例への適用ぺ電気学会情報システム研究

会， 18-02-8， pp. 7-12 (2002). 

[75J H. Oka， T. Kitagawa， Y. 1kkai， and N. Komoda:“An Application of a 

8imulation Tool U sing a M ulti-Functional Modeling Method to Logistics 

FieldヘinProc. of IEEE lnternαtional Symposium on lndustrial Electron-
ics 2002 (IEEE-ISIE2002)， Vol. 4， pp. 1370-1375 (2002). 

[76J岡宏憲，園田哲也，一階良知?薦田憲久:“サプライチェーンにおける機能

別モデ、ル定義方式とシミュレーションツールの開発"平成14年電気学会

電子情報システム部門大会， 08-1-1 (in CD-ROM) (2002) 

[77J岡宏憲，園田哲也，一階良知3薦問憲久:“サプライチェーンにおける機能別

モデ、ル定義方式とそれに基づくシミュレーションツールの開発ヘ電気学会

論文誌C(電子・情報・システム部門誌)，Vol. 123， No. 10， pp. 1884-1891 

(2003). 

[78J岡宏憲?長谷川努，一階良知，薦田憲久:“三者間交換分配交渉における自

的分析知識を用いた交渉方式ぺ電気学会情報システム研究会， 18-01田19，

pp. 1下22(2001). 

101 



[79] T. Has巴gawa，H. Oka， Y. Ikkai， and N. Komoda:“A Negotiation Method 

Using Improvement Knowledge for Bilateral Exchange' and Distribution 

N egotiationヘinProc. of 2001 lEEE lnternαtional Conference on Sys 
tems， Man and Cybernetics (SMC'2001) (in CD-ROM) (2001). 

[80] H. Oka， T. Hasegawa， Y. Ikkai， and N. Komoda:“A Bilateral N egotiation 

Method Using Satisfying Level with Knowledge of Purpose Analysis"， in 

Proc. of 2001 lEEE lnternαtionα1 Conference on Emerging Technologies 

and Factory Automαtion (ETFA 2001)， Vol. 2， pp. 359-364 (2001). 

[81]岡宏憲，長谷川努，一階良知，薦回憲久:“二者間交換分配交渉における目

的分析知識を用いた交渉方式ぺ電気学会論文誌C(電子・情報・システム

部門誌)，Vol. 124， No. 1， pp. 189-195 (2004). 

[82] Y. Ikkai， H. Oka， and N. Komoda:“A High-Speed Integrated Schedul-

ing System with Tabu Search for Large-Scale Job Shops Problems with 

Group Constraints"， in Proc. of 5th WSEASlnternαtionα1 Confe陀nceon 

S百'stemsTheory and Sc問的ificComputation， pp. 221-226 (2005). 

[83] Y. Ikkai， H. Oka， and N. Komoda:“An Integrated Tabu Search with Prob-

abilistic Rule Application for Large-Scale Job Shop Scheduling Problems 

with Group Constraints"， WSEAS 1'ransαctions on lnformation S cience 

fj Applications， Issue 12， Vol. 2， pp. 2031-2037 (2005). 

[84]薦田憲久:“機能別モデル記述によるサプライチェーンモデル化とシミュ

レーションツールに関する研究"， JISA会報， No. 66， pp. 93-100 (2002). 

[伊85司]J. F. Naω.sh， Jr:巴“4守TheBarg併伊乱創1凶I

pp. 155-162 (1950). 

[86] H. Chujo， H. Oka， Y. Ikkai， and N. Komoda:“A Real-Time Production 

Scheduling Method Using Attractor Selection"， in Proc. of 5th lnte門Zα-

tional Conference on Computαtionallntelligence for M odeling Control αnd 

Automation (CIMCAヨ005)，Vol. 1， pp. 511-516 (2005) 

102 



[87] H. Chujo， H. Oka， Y. 11品 i，and N. Komoda:“A Consideration of Ap-

plication of Attractor Selection to a Real-Time Production Scheduling"， 

in Proc. of the 2nd Internαtional Workshop on Biologically Inspired Ap-

proαches to Advαnced Infor7ηαtion Technology， pp. 346-354 (2006) 

[88]永田貴士:“無線ICタグの普及と波及効果"新規産業レポート， Vol. 52， 

pp. 1-21，大和総研新規産業調査本部 (2006)

[89]安井潤司，畠山繁，柴田貴之，津田竜哉，荒木誠一，福田勝美，他(著)， 

NEC技報編集委員会(編):“RFID特集"， NEC技報， Vol. 59， No. 2， 

pp. 62ー123，日本電気株式会社 (2006).

[90] K. Tuchida， M. Tabuchi， H. Oka， Y. Ikkai， and N. Komoda:“A Robust 

Scheduling Method for a Job Shop Problem in Production by Using Data 

Carriers"， in P1'Oc. of 2004 lEEE Internαtional Conference on Syste川

Man and Cybernetics (SMC2004) (in CD-ROM) (2004). 

[91] Y. Ikkai， H. Oka， N. Komoda， and R. Itsuki: “An Autonomous DiM・

tributed Information System for Logistics Control with Data Carriers". 

in P1'Oc. of lEEE International Conference on Industrial Technology 200.'1 

(ICIT 2003)， pp. 1079-1082 (2003). 

[92]山本修一郎: “センサーネットワークペビジネスコミュニケーション.

Vol. 41， No. 9， pp. 128-133，株式会社ビジネスコミュニケーション制

(2004). 

[93]末永俊一郎:“無線センサネットワークの適用可能性と課題ぺ UNISYS縫

報， Vol. 27， No. 4， pp. 55-64，日本ユニシス株式会社 (2008).

[94]“センサーネットワーク特集(前編)・ ユビキタス JOURNALI NECヘ
http://www.nec.co.jp/e貧'ortjubiquitousj2006_0217;. 

103 


	000
	000-1
	00i
	00ii
	00iii
	00iv
	00ix
	00v
	00vi
	00vii
	00viii
	001
	002
	003
	004
	005
	006
	007
	008
	009
	011
	012
	013
	014
	016
	017
	018
	019
	021
	023
	024
	025
	027
	028
	029
	030
	031
	032
	033
	034
	035
	036
	037
	038
	039
	040
	041
	042
	043
	044
	045
	046
	047
	048
	049
	050
	051
	052
	053
	054
	055
	056
	057
	058
	059
	060
	061
	062
	063
	064
	065
	066
	067
	069
	070
	071
	072
	073
	074
	075
	076
	077
	078
	079
	080
	081
	082
	083
	085
	086
	087
	088
	089
	090
	091
	093
	094
	095
	096
	097
	098
	099
	100
	101
	102
	103



